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専門職連携教育は、
未来の医療従事者
教育に対するわた

したちの考え方を変革する
機会であるのと同時に、一
歩離れた立場から従来の医
療制度について再検討する
機会でもある。これはつま
り従来教育の変革にとどま
らず、医療とヘルスケアの
行動様式を変革することを
意味するといえる。
　　―学生リーダー
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＊�世界保健機関（WHO）とその
パートナーは、専門職連携の教
育と連携医療の実践が、世界的
な医療従事者不足の危機を緩和
する上で重要な役割を果たす革
新的戦略であると認識してい
る。

＊�専門職連携教育とは、効果的な
連携を実現し、健康アウトカム
を改善するために複数の専門分
野の学生が互いに学習し合うこ
とである。

＊�専門職連携教育は、現場の医療
ニーズにより的確に対応でき
る、連携医療の即戦力となる医
療人材の育成に必要不可欠なス
テップである。

＊�連携医療の即戦力となる医療従
事者とは、専門職連携チームと
して職務を遂行する方法を習得
し、なおかつその職務遂行能力
の高い人材である。

＊�連携医療とは、異なる専門分野
の複数の医療従事者が患者、家
族、介護者、コミュニティと連
携して最高品質のケアを提供す
ることである。連携医療により、
医療従事者は、医療現場におけ
る目標達成を実現するスキルを
持ち合わせたあらゆる個人との
連携が可能となる。

＊�約 50 年に及ぶ調査から、世界
保健機関とそのパートナーは、
効果的な専門職連携教育が効果
的な連携医療を実現することを
裏付ける十分なエビデンスの存
在を確認している。

＊�連携医療は医療システムを強化
し、健康アウトカムを改善する。

主要メッセージ
＊�医療と教育の統合方針は、効果
的な専門職連携教育と連携医療
の促進を可能にする。

＊�効果的な専門職連携教育と連携
医療は、さまざまなメカニズム
により形成される。これらのメ
カニズムの一例は次のとおりで
ある。

   - 支援的な経営管理
   - 推進責任者の特定とサポート
   - �医療従事者の行動様式と考え

方を変革する決意
   - �既存のカリキュラムの更新、

見直し、変更に対する積極的
姿勢

   - �連携医療への障壁を排除する
適切な法律

＊�専門職連携教育と連携医療を形
成するメカニズムは、すべての
医療システムに共通したもので
はない。医療政策決定者は、各
医療現場や地域の実態に見合っ
た最も適切かつ妥当なメカニズ
ムを活用すべきである。

＊�専門職連携教育と連携医療の状
況把握、実行、推進に取り組む
医療リーダーは、医療に関わる
ミレニアム開発目標（MDGs: Mil-
lennium Development Goals）
の達成を促すような医療システ
ムを構築する。

＊�『専門職連携教育および連携医
療のための行動の枠組み』は、
医療政策決定者に対し、それぞ
れの現場で専門職連携教育と連
携医療を実践する方法の概要を
提供するものである。
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図 1. 医療システムおよび教育システム
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要旨

　世界的な医療従事者不足の課題に
直面する現在、政策決定者は世界に
おける医療従事者の拡大を図る政策
やプログラムの開発を実現する革新
的戦略を模索している。『専門職連
携教育および連携医療のための行動
の枠組み』では、世界各国における
専門職連携の現状を明確にし、優れ
た連携チームワークを形成するメカ

ニズムを特定し、政策決定者が現場
の医療システムに適用できる一連の
行動項目について概説する（図 1）。
この枠組みは、医療政策決定者が各
自の管轄区内において最も有益とな
る専門職連携教育・連携医療の要素
を実行するために役立つ戦略や概念
の提供を目的とする。
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教員養成専門職連携
教育プログラムを
通じてさまざまな

専門分野の医療従事者と交
流したことが、（知的にも
精神的にも）視野の拡大に
つながった。それは専門職
連携教育を重視し、その実
現に取り組む他の専門分野
の同じ考え方を持つ人々と
接する機会でもあった。
　― 教育者
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世界の健康のための
専門職連携教育と連
携医療の妥当性

『専門職連携教育および連携医療の
ための行動の枠組み』は、世界各国
の医療システムの多くが細分化さ
れ、満たされていない医療ニーズへ
の対応が難航していることを確認し
ている。現在および将来の医療人材
は、医療課題がより一層複雑化する
中で医療サービスを提供していくと
いう課題に直面している。エビデン
スにより、これらの医療従事者が医
療システムの中で勤務する過程で、
専門職連携を経験する機会を得るこ
とが、連携医療の即戦力となる人材
に加わるのに必要なスキルの習得に
役立つことが示されている。
　連携医療の即戦力となる人材と
は、専門職連携教育において効果的
なトレーニングを受けた医療従事者
を指す表現である。専門職連携教育
とは、効果的な連携を実現し、健康
アウトカムを改善するために複数の
専門分野の学生が互いに学習し合う
ことである。専門職連携による職務
遂行方法を習得した学生は、連携医
療チームの一員として勤務を開始で
きる即戦力となる。こ
れは、医療システム
の細分化から強化
への移行における
重要なステップで
ある。専門職連携医
療チームは、各メン
バーのスキルを最
大限に発揮させる
方法を把握してい
るほか、ケースマネ
ジメントを共有し、
患 者 や コ ミ ュ ニ
ティに対し、より優

れた医療サービスを提供する。これ
により、医療システムは強化され、
健康アウトカムの改善につながる。

医療と教育の統合方
針の推進

医療人材戦略の調整においては、医
療システムと教育システムの連携が
必須である。医療人材計画と政策決
定を統合することにより、専門職連
携教育と連携医療の全面的支援が可
能となる。
　専門職連携教育の開発および提供
は、複数のメカニズムにより形成さ
れる。この枠組みでは、これらのメ
カニズムの一部を例として挙げ、教
育者メカニズム（すなわち大学職員
のトレーニング、推進責任者、組織
的支援、管理者の関与、学習目標）と、
カリキュラムメカニズム（すなわち
事業計画およびスケジュール管理、
プログラム内容、参加の義務付け、
目的の共有、成人学習の原則、文脈
に即した学習、評価）の 2 つのテー
マに分類している。政策決定者は、
これらのメカニズムを現場の状況と
照らし合わせて検討することによ
り、各メカニズムに付随する行動の

うち、どの行動によっ
て各自の管轄区内で
より強固な専門職連
携教育を実現できる
かを判断できる。
　同様に、連携医療
の導入と実施を形成
するメカニズムも存
在する。これらのメ
カニズムの一例につ
いては、組織的支援
メカニズム（すなわ
ち管理モデル、構造
化されたプロトコ
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ル、運用資源の共有、人事方針、支
援的な経営管理）、職務遂行におけ
る行動様式メカニズム（すなわちコ
ミュニケーション戦略、問題解決の
ための方針、意思決定プロセスの共
有）、環境メカニズム（すなわち構
築環境、施設、空間設計）の 3 つの
テーマに分類している。これらのメ
カニズムは、連携医療の即戦力とな
る医療人材の配置後、各人材が連携
医療を支えるために取るべき行動を
決断するために役立つ。
　医療システムと教育システムに
は、医療サービス提供と患者保護を
形成するメカニズムも存在する。こ
の枠組みでは、医療サービス提供メ
カニズム（すなわち資本計画、報酬
モデル、資金調達、委託、資金供給
の流れ）と、患者安全メカニズム（す
なわちリスク管理、認定、規制、職
業登録）を例をして挙げている。

行動要請
　政策決定者は、グローバルな視点
からこの枠組みを検討することが重
要である。医療システムは千差万別

で、それぞれの現場の課題とニーズ
に即し、これらに対処できる新たな
政策と戦略を導入しなければならな
い。この枠組みは、規定、または一
連の推奨や必要な行動を提示するこ
とを意図したものではなく、政策決
定者に対し、既存の医療システムの
状況を把握し、専門職連携教育と連
携医療の原則の実行に取り組み、地
域のパートナー、教育者、医療従事
者と共に専門職連携教育の利点を推
進していく方法の概要を提示するこ
とを意図したものである。
　専門職連携教育と連携医療は、世
界各国の医療システムが直面する数
多くの課題を緩和する上で重要な役
割を果たす可能性を秘めている。こ
の枠組みで特定している行動項目に
より、管轄区域や地域で医療システ
ムの強化が推進され、最終的にはそ
れが健康アウトカムの改善につなが
るだろう。この枠組みは、政策決定
者、意思決定者、教育者、医療従事
者、コミュニティのリーダー、世界
的な健康の推進者に対し、あらゆる
提供サービスに専門職連携教育と連
携医療を組み込んでいくための行動
と前進を促す行動要請である。
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プライマリヘルスケアの原則に基づ
き医療システムを強化する必要性
は、世界各国の政策決定者、医療従
事者、管理者、コミュニティーメン
バーにとって緊急の課題の 1 つと
なっている。医療人材不足は危機的
状況に達している。世界全体で 430
万人の医療従事者不足が発生してい
ることが、医療に関わるミレニアム
開発目標達成の重大な障壁となって
いることは誰もが認めるところであ
る（1、2）。2006 年に開催された第
59 回世界保健総会（World Health 
Assembly）では、医療人材不足の

健康改善に向けた連
携のための共同学習

危機への対応として WHA59.23 決
議を採択し、「先進国と開発途上国
における教育のための革新的アプ
ローチ」の使用を含むさまざまな戦
略を通して医療人材育成の迅速な拡
大を呼びかけている（3）。
　世界各国の政府は十分な医療人材
を供給し、適切な医療人材の組み合
わせを確保し、配置するための革新
的かつシステム改革を実現する解決
策を模索している。その中でも最も
期待できる解決策は、専門職連携の
中に見出すことができる。

図 2. 専門職連携教育

図 3. 連携医療

12
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専門職連携
教育および
連携医療の
ための行動
の枠組み

WHO 加盟国は、この戦略の実施方
法について理解を深めることによ
り、限りある資源を最大限に活用し
ながら現場の医療ニーズに対応でき
る柔軟な医療人材を育成することが
できるだろう。
　医療従事者が効果的に連携して健
康アウトカムを改善するには、異な
る専門分野を持つ複数の医療従事者
が互いに学び合う機会を提供する必
要がある。このような専門職連携教
育は、さまざまな医療現場でスタッ
フが連携して包括的なサービスの提
供を可能にする、連携医療の即戦力
となる医療人材の育成に必要不可欠
である。このような環境が整った医
療現場においてこそ、医療システム

強化に向けた大きな前進が実現可能
となる。
　政策決定者、ならびに医療計画の
ためのこの革新的な人材対策アプ
ローチを支援する人々は、この枠組
みを使用し、以下の行動を実践する
ことにより、最適な医療サービスと
健康アウトカムの改善を推進でき
る。
　＊  現場のニーズと能力を判断する

ために、現場の状況を審査する。
　＊  新規または既存のプログラムへ

の専門職連携の導入に取り組
む。

　＊  優れたイニシアチブとチームを
推進する。

重要な概念
医療従事者とは、健康増進を主要目的とした行動に従事する全ての人々を指す包括的な
用語である。この定義には、規制または規制外、標準的または補完的の別にかかわらず、
健康の増進と維持に従事する人、疾患の診断と治療を行う人、健康管理と健康支援に従
事する人が含まれる。それぞれの専門家は別々の、または独自のコンピテンスを持つ（1）。
専門職連携教育とは、効果的な連携を実現し、健康アウトカムを改善するために、複数
の専門職種の人々が互いに学習し合うことである。
　＊  専門家とは、コミュニティの身体的、精神的、社会的健康に貢献する知識および／

またはスキルを持ち合わせた個人に言及する包括的な用語である。
連携医療とは、あらゆる状況で最高品質のケアを提供するために異なる専門分野を持つ
複数の医療従事者が患者、家族、介護者、コミュニティと連携して包括的サービスを提
供することである
　＊  医療には、診断、治療、監視、医療コミュニケーション、管理、衛生工学などの、

臨床および非臨床の医療関連業務が含まれる。
医療システムおよび教育システムはそれぞれ、健康の増進・回復・維持、そして学習の
円滑化を主要目的とした全ての組織、集団、行動により構成される。これらのシステム
には、健康の決定因子に作用する取り組み、直接的な健康改善活動、ならびに医療従事
者のキャリアのあらゆる段階における学習の機会が含まれる（47-48）。
　＊  健康とは、病気でないとか、弱っていないということではなく、肉体的にも、精神

的にも、そして社会的にも、すべてが満たされた状態にあることをいう（世界保健
機関、1948）（49）。

　＊  教育とは、行動、情報、知識、理解、見解、価値観、スキルにおけるなんらかの向
上として位置づけられる、学習を促すあらゆる公式または非公式のプロセスのこと
をいう（国際連合教育科学文化機関、1997）（50）。

13
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専門職連携を支援す
る地域ネットワー
クを構築すること

により、資金をめぐるプロ
ジェクト間の対立がなく
なったばかりでなく、全て
の専門職連携プロジェクト
で成功事例、課題、機会を
共有できるようになった。
　― 地域医療リーダー

　『専門職連携教育および連携医療
のための行動の枠組み』は、医療シ
ステムの機能を強化し健康アウトカ
ムを改善するための専門職連携教
育・連携医療戦略の有効活用につい
て、医療システムおよび教育システ
ムのあらゆるレベルで検討する貴重
な機会を提供する（図 2、3）。

専門職連携へのニーズ
医療政策決定者は、従来方式による
医療提供の制度から脱却し、次世代
に向けた医療人材強化を実現する革
新的戦略に注目してい
る（4-7）。
　専門職連携の推進
に対し、大きな関心
が寄せられる一方
で、HIV／AIDS、
および／または結核
の流行、医療費の高
騰、自然災害、人口
の高齢化、その他の
世界的健康問題など
の切実な危機への対
応に追われ、このよ
うな長期計画への取り
組みが二の次にされることが多い。
幸いにも多くの政策決定者は、有能
かつ柔軟で連携して職務を遂行でき
る医療人材こそが、これらのきわめ
て複雑な健康課題に対処する最善の
手段の 1 つであると認識している。
近年では、複数の地方・国・地域の
学会や研究教育拠点が設立され、専
門職連携に向けた取り組みが勢いを

増していることがうかがえる。
　専門職連携教育と連携医療は、世
界の最も緊急を要する健康課題のい
くつかに積極的に貢献できる。その
一例を以下に示す。

家族とコミュニティの健康
母子の健康は、国全体の福利の絶対
条件である。世界では、毎日 1500
名もの女性が妊娠や出産時の合併症
で亡くなっている。医療チームの各
メンバーの主な強みをチーム全体で
把握し、これらの強みを活かして出
産に臨む家族全体に関わる複雑な健

康問題を管理すること
のできる医療従事者
は、上述の憂慮すべ
き、なおかつ予防可
能な状況を改善させ
る上で重要な役割を
果たすだろう。

HIV／AIDS、 結 核、
マラリア
世界的に蔓延する
HIV／AIDS、結核、
マラリアなどの疾患

の発見、治療、予防に
は、医療システム内のあらゆる種類
の人材の連携が必要となる。疾患管
理プログラムや教育および意識向上
を成功に導くには、現場の状況に即
した対応を取る能力と資源を兼ね備
えた専門職連携チームの存在が必要
不可欠である。

14
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専門職連携
教育および
連携医療の
ための行動
の枠組み

危機的状況における医療措置
人道的危機や紛争の状況下では、計
画的な緊急対応が不可欠である。水、
食料、医療用品の不足に対応するに
は、医療従事者は医療システム内や
コミュニティ全体で入手可能なあら
ゆる資源や専門的技術を動員する知
識とスキルを兼ね備えていなければ
ならない。専門職連携教育は、非常
時におけるケア提供の調整を図るの
に必要なスキルを提供する。

健康安全保障
感染症の蔓延、パンデミックは医療
システムを突如に逼迫させる。日常
的に連携医療チームの一員として職
務を遂行する者は、鳥インフルエン
ザのような健康安全保障問題への地
域の対応能力を高めることができ
る。世界的な伝染病や自然災害が発
生した場合、医療従事者間の連携が
危機収束の唯一の手段となる。

非伝染性疾患とメンタルヘルス
専門職連携チームは、認知症、栄養
失調、喘息などの慢性疾患の予防と
管理のためのより包括的アプローチ
を提供できることが多い。これらの
疾患は複雑で、連携による対応を必
要とすることが多い。

医療システムとサービス
専門職連携教育と連携医療は、医療
従事者の強みとスキルを最大限に活
かし、最大限の能力発揮を可能にす
る。430 万人もの医療従事者不足を

抱える現在、逼迫する医療システム
を運営・管理していく上で、このよ
うな革新的対策の必要性はより一層
高まるものと考えられる。

『専門職連携教育および連携医療の
ための行動の枠組み』では、政策決
定者が専門職連携を実行し、維持す
るために役立つ一連の実践レベルお
よびシステムレベルのメカニズムを
列挙している。医療システムおよび
教育システムには現場のニーズと要
望を反映すべきであるという認識を
踏まえ、この枠組みは、世界各国の
意思決定者が各自の管轄区域のニー
ズに応じて重要なメカニズムと行動
を適用するための指針を提供する構
成となっている。また、医療政策決
定者が必要に応じて検討・採用する
ことのできる国際的に通用する概念
を提示している。

エチオピアのジンマ大学（Jimma University）
におけるチーム学習

1990 年以来、ジンマ大学は医学、看護学、薬学、実験科学、環境衛生分野を専攻する
最終学年の学生 20～30 名を地域医療施設に派遣している。学生らは地域の医療施設や
さまざまな専門分野の学生と関わりながら、栄養促進からプライマリケア、基本的な臨
床検査サービスに至るまで、さまざまなサービスを提供する（51）。

15
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専門職連携教育の実態の国際環境調査
世界各国における専門職連携活動の現状を把握するために、WHO 専門職連携教育・連携
医療研究班は 2008 年 2 月から 5 月にかけて国際環境調査を実施した。調査の目的は次の
とおりである。
　＊ 世界における専門職連携教育の現状把握
　＊ 成功事例の特定
　＊ 専門職連携教育の成功、障壁、成功要因の例示
世界に 6 つある WHO 地域それぞれから合計 42 か国を代表する 396 名の回答者より、そ
れぞれの専門職連携教育プログラムについての回答を得た。これらの回答者は、医療

（14.1%）、経営管理（10.6%）、教育（50.4%）、研究（11.6%）などのさまざまな専門分野を
代表する。
調査の結果、さまざまな所得分類に所属する国々や医療現場において専門職連携教育が実
施されていることが明らかになった *。内科、産科、看護学、社会福祉、その他医療関連
職など、さまざまな専門分野の学生が専門職連携教育に参加している。
回 答 者 の 大 半
が、専門職連携
教育の受講が必
須であったと回
答している。受
講生は主に学部
生で、全学年で
比較的均等分布
している。学生
の評価方法は、
グループ評価が
最も多く（先進
国 で は 46.9 %、
開発途上国では
36.8%）、個別評
価、筆記試験、
その他の手法が
これに続く。通
常、専門職連携
教育は対面によ
り行われるが、
情報技術を活用
する選択肢も注
目 さ れ つ つ あ
る。

図 4. 回答者の施設において専門職連携教育を受講し
た学習者の種類

＊  回答者の出身国は、世界銀行の所得分類体系に従って分類した。
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専門職連携
教育および
連携医療の

回答者の出身国（42 か国）
アルメニア、オーストラリア、バハマ、
ベルギー、カナダ、カーボベルデ、中央
アフリカ共和国、中国、クロアチア、デ
ンマーク、ジブチ、エジプト、ドイツ、ガー
ナ、ギリシア、ギニア、インド、イラン（イ
ラン・イスラム共和国）、イラク、アイル
ランド、日本、ヨルダン、マレーシア、
マルタ、メキシコ、ネパール、ニュージー
ランド、ノルウェー、パキスタン、パプ
アニューギニア、ポーランド、ポルトガル、
モルドバ共和国、サウジアラビア、シン
ガポール、南アフリカ、スウェーデン、
タイ、アラブ首長国連邦、イギリス、ア
メリカ、ウルグアイ。

図 5. 専門職連携教育における研修担当者

＊  回答者の出身国は、世界銀行の所得分類体系に従って分類した。

国際的に、専門職連携教育を提供するためのスタッフ養成が実施されている例は少な
い。短期コースが主流で、その内容にはばらつきがあり、系統的な専門職連携教育活
動が実施されているとはいえない。また、専門職連携教育が健康アウトカムやサービ
ス提供に与える影響を定期的に評価されている例も稀である。
しかしその一方で回答者は、専門職連携教育が実
施された結果として、教育面、医療政策面で数々
のメリットを実感したと報告している。その一例
を以下に示す。

教育上のメリット
　＊  学生が実際の医療現場の体験と知識を得られ

ること
　＊  各種専門分野のスタッフからプログラム開発

へのアドバイスを得られること
　＊ 学生が他の医療従事者の職務を学べること

医療政策上のメリット
　＊ 職場における実務と生産性の改善
　＊ 患者アウトカムの改善
　＊ スタッフの士気向上
　＊ 患者の安全の向上
　＊ 医療へのアクセス改善
国際的に認められた成功事例が反映された専門職
連携イニシアチブの確立、実行、評価を確実にす
るには、依然として多大な努力を必要とする。
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健康アウトカム改善
のための専門職連携
教育と連携医療

約 50 年に及ぶ調査から、専門職連
携教育が効果的な連携医療を実現
し、それによって医療サービスの最
適化、医療システムの強化、健康ア
ウトカムの改善が実現されることを
示唆する十分なエビデンスが得られ
ている（図 6）（6-21）。救急医療、
プライマリケアのいずれの現場で
も、連携チームによる治療によって
より高い満足度が得られ、治療への
コンプライアンスが改善し、健康ア
ウトカムが改善することが患者から
報告されている（22）。
　研究から得られたエビデンスによ
り、下記の成果が示されている。
　 ＊ �連携医療により、次の事項を改

善できる。
　　 - �医療サービスへのアクセスと

医療サービスの調整
　　 - �専門医により提供される医療

資源の適切な活用

　　 - �慢性疾患患者の健康アウトカ
ム

　　 - �患者のケアと安全（23-25）
　 ＊ �連携医療により、次の事項を軽

減できる。
　　 - �患者の合併症の総数
　　 - �入院期間
　　 - �介護者間の緊張や対立
　　 - �スタッフの配置転換、離職
　　 - �入院
　　 - �医療ミスの発生率
　　 - �死亡率（18-20、22、23、26-

29）
　 ＊ �メンタルヘルスの地域医療現場

では、連携医療により、次の事
項を実現できる。

　　 - �患者と介護者の満足度向上
　　 - �治療へのコンプライアンスの

改善
　　 - �治療期間の短縮化
　　 - �治療費軽減
　　 - �自殺率の低下（17、21）
　　 - �精神疾患治療件数の増加（30）
　　 - �外来患者の通院回数の減少

（30）

図 6. 医療システムおよび教育システム
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複数の異なる専門分
野や管轄区域をま
たがるプロジェク

トでは、最大限の効率を達
成するための活動調整が必
要である。これは、緊急時
にはなおさらのことであ
る。これができてこそ、専
門職連携チームは公衆衛生
緊急事態への対応に最大限
の貢献を果たすことが可能
となる。十分な調整を図り、
円滑な業務遂行を行うこと
により、より効率的かつ効
果的な対応や、助けを必要
とする人に対する迅速な支
援の提供が可能となる。
　― 国家公衆衛生職員

専門職連携
教育および
連携医療の
ための行動
の枠組み

医療危機時の分野横断的専門職連携
2005 年、パキスタン北部は数千人のけが人を出す大地震に見舞われた。孤立した山間
部での救助活動は特に難航した。やがて、建築中のホテル内に医療救護所が開設された
が、水の供給源がなく、感染対策は困難を極めた。このとき、ボランティアの医療従事
者が自ら率先して熟練した配管工をみつけ、48 時間以内には医療救護所内で清浄水の
常時供給が可能となった。これは、通常の医療チームの枠組みを越えた専門家の協力を
得ることにより、困難な状況下でも質の高い医療サービスを被災者に提供できた一例で
ある（52）。異分野間の連携が健康アウトカム改善の鍵となりうる非常事態において、
上述のような対応がとられる例はよくみられる（48）。
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　 ＊  チームベースの在宅看護を受け
る終末期患者や慢性疾患患者で
は、次の事項が確認されている。

　　 -  ケアに対する満足度が向上す
る。

　　 -  患者は、通院回数が減少した
と述べている。

　　 -  症状の訴えが減少する。
　　 -  患者は、健康全般が改善した

と述べている（24、31）
　 ＊  連携医療には次に示す費用削減

実績があることから、連携医療
の導入は医療システムにとって
有益であると考えられる。

　　 -  高齢の慢性疾患患者を対象と
するプライマリヘルスケア
チームの結成と展開にかかる
費用（31）

　　 -  重複した医療検査の費用、な
らびに関連経費（32）

　　 -  心不全患者の管理のための分
野横断的戦略の展開にかかる
費用（19）

　　 -  病院における中心静脈栄養
チームの展開（18）＊

このエビデンスは、地域の保健衛生
従事者、経済学者、医療情報科学者、
看護師、管理者、ソーシャルワー
カー、獣医などの標準的・補完的専
門分野の医療従事者を含む、連携医

＊  専門職連携教育、ならびに連携医療に関するシ
ステマティックレビューから得られた研究エビデン
スをまとめた図表をそれぞれ付録6と付録7に示す。
ま た 近 年 で は、 カ ナ ダ 専 門 職 連 携 医 療 共 同 体

（Canadian Interprofessional Health Collaborative）
が政策決定者向けに専門職連携教育の効果について
1974～2005 年の 181 件の研究から得られたエビデ
ンスをまとめており、http://www.cihc.ca/resources-
fi les/the_evidence_for_ipe_july2008.pdf より閲覧可
能である。
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チームメンバーと個
人的なかかわりを
持つことが、信頼

関係の構築につながった。
互いに信頼し合うことで、
連携に対してより一層積極
的になれると感じた。
　― 地方の医療従事者

連携医療の批判的考察
デンマークのいくつかのプライマリヘルスケアクリニックでは、連携による職務遂行に
ついてスタッフ間で考察し、率直に議論し、改善していくことを目的として、各医療従
事者が提供するサービスの記録を保管している。このプロセスは、成功事例の共有を促
し、団結心を高める（53）。
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療の即戦力となる医
療人材の必要性を明
確に示している。ヘ
ルスケア分野とその
関連分野の分野横断
的専門職連携は、住
環境の改善、清潔な
水、安全な食料、教
育、暴力のない社会
などといった、より広
義の健康の決定因子の達成に貢献す
るという点でも重要である。
　専門職連携教育は、さまざまな臨
床現場における資格取得前・資格取
得後の教育（例 : 基礎トレーニング
プログラム、大学院課程、技術者継
続教育、より高品質なサービス提供
のための学習）の一環として実施さ
れる。一般的に、専門職連携教育は
参加者に好評で、参加者はコミュニ
ケーションスキルを学び、批判的考
察能力を高め、チームによる職務遂
行の課題とメリットについての知識
を深める。効果的な専門職連携教育
は、さまざまな医療専門職種間の相
互尊重を育み、有害な固定概念を払
拭し、職務遂行における患者を中心
に据えた倫理観を形成する（8）。
　多くの医療従事者が、すでにチー
ムで職務を遂行し、同僚と積極的に
コミュニケーションを取っている。
調整と協力は、連携の基礎を築くも
のではあるが、それだけでは連携医
療とはいえない。連携医療では協力
関係をさらに一歩前進させて連携医
療の即戦力となる医療人材を動員
し、複雑または緊急な問題に対応す
る態勢を整え、連携して問題解決を
図る。これらの医療従事者は他の専
門分野の同僚と連携する方法を心得

ており、同僚の価値
観と信念を尊重しな
がら、専門職連携に
よって得られる知識
を行動に反映するス
キルを持ち合わせて
いる。どのような専
門職種の医療従事者

とも交流・協議し、
共同で職務を遂行する

ことができる。
　専門職連携教育と連携医療は、医
療システムが直面するあらゆる課題
に対する万能の解決策というわけで
はない。しかし、専門職連携教育と
連携医療が正しく適用されることに
よって、医療従事者はますます複雑
化する世界の医療システムが直面す
る課題に対応するために必要なスキ
ルや知識を習得することができる。

医療システムおよび
教育システムの役割

世界各国において、医療システムお
よび教育システムがどう編成される
かは、地域問題、満たされていない
医療ニーズ、現場の状況により左右
される。現場の状況は千差万別だが、
6 つの共通する構成単位がある。医
療システムを構成するこれら 6 要素
のそれぞれにおいて、連携医療が実
施されていることが確認できる。
　1. 医療人材
　2. サービス提供
　3. 医療用品・ワクチン・医療技術
　4. 医療システムにおける資金調達
　5. 医療情報システム
　6. リーダーシップと管理（32）

4月以降WHOの和訳.indd   20 2014/09/01   14:01:05



専門職連携
教育および
連携医療の
ための行動
の枠組み

医療従事者の満足感と働きやすさ
オーストラリアとイギリスのプライマリケアチームに所属する医療従事者からは、非常
に働きやすいという報告がされている。問題を共有して互いにサポートし合うことで連
携して職務を遂行することにより、職場での摩擦が起こりにくくなる（54-56）。

ブラジルのファミリーヘルスチーム
ブラジルでは、1980 年代後半の国家憲法改正に伴い、統合・分権型医療システム（SUDS: 
Sistema Unifi cado e Descentralizado de Saúde）が確立された。これに対応し、医師 1 名、
看護師 2 名、複数名の地域医療従事者からなるファミリーヘルスチームが結成された。
各ファミリーヘルスチームは、所定の地域に暮らす一定の世帯数を対象に、一連の医療
ニーズのモニタリングを担当する（57）。統一型医療システム（SUS: Unifi ed Health 
System）の確立から 20 年、ファミリーヘルスチームプログラムの発足から 15 年を経
た今、28,000 のファミリーヘルスチームと 16,000 の口腔ファミリーヘルスチームにより、
8,800 万人を超えるブラジル人口の追跡が行われている（57）。2006 年には、国家プラ
イマリヘルスケア方針により、国民との結びつきを持つファミリーヘルスチームという
広域基盤に根差した SUS におけるヘルスケアネットワークの拡大・強化に取り組むブ
ラジル政府の姿勢が再確認されている（58）。
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医療が行われる地域にはそれぞれ固
有の特徴があることから、現場ニー
ズの課題に即した連携医療戦略を検
討する必要がある。地域によっては、
患者の安全確保を推進すること（34、
35）、限られた医療資源を最大限に
有効活用すること、ケアを救急医療
現場からプライマリケア現場に移行
すること、業務の一元化を推進する
こと（36、37）が、チームベースの
ケアアプローチの重点課題となるだ
ろう。また、医療従事者の仕事への
満足度向上や、チームで職務を遂行
する際の各医療従事者の役割の明確
化などといった、人的資源の福利厚
生を重点課題とする地域もあるだろ
う（22）。
　連携医療が導入される現場の状況
にかかわらず、チームによる医療提
供アプローチはチームに貢献する各
医療従事者の強みとスキルを最大限
に発揮させることが研究によるエビ
デンスや経験によって示されてい
る。これによって、サービスの重複

が少なくなり、より適切な医療機関
への患者紹介が積極的に行われ、ケ
アの一貫性と調整が促され、患者と
連携した意思決定が行われるように
なることから、チームの効率が向上
する（22）。また、医療従事者の確
保と維持にも有効で（29）、医療従
事者の流動化を軽減する効果もある
と考えられる。

©
 JW

H
O

/p
ho

to
 b

y 
A

LM
A

SY
 P

.

4月以降WHOの和訳.indd   21 2014/09/01   14:01:07



変化のプロセスの重
要性を改めて認識
した。チームが適

切に機能することは患者の
利益につながる。チームが
適切に機能しなければ、そ
れは患者にも影響を与えて
しまう。また、将来自分が
どのような働き方をしたい
のかについても再認識し
た。
　― 薬学生
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医療提供における行
動様式の変化

専門職連携教育と連携医療を実施す
るメリットの 1 つとして、これらの
戦略によってケアを提供する際の医
療従事者間の交流に変化が生じるこ
とがあげられる。いずれの戦略の鍵
を握るのも人である。施設内で弊害
なく連携医療を実現できるよう尽力
するのは医療リーダーおよび政策決
定者であり、サービスを提供するの
は医療従事者であり、医療従事者に
必要なトレーニングを提供するのは
教育者であり、何より
も 大 切 な こ と と し
て、サービスを必要
としているのは個人
およびコミュニティ
である。互いへの印
象や交流の仕方が変
わることで、職場環

境の行動様式やスタッフの考え方に
変化が生じ、スタッフにとって働き
やすさが増すばかりでなく、コミュ
ニティ全体としてのメリットも高ま
る。
　いまや世界各国において、専門職
連携教育と連携医療は世界的な医療
人材不足の危機緩和に貢献しうる確
かな戦略として位置づけられてい
る。専門職連携が医療従事者やシス
テム、さらにはコミュニティの利益
に供与することを示すエビデンスや
研究基盤の拡大が続いている。専門
職連携教育と連携医療を推進するた
めに、この枠組みでは、システム全

体で専門職連携への移
行に踏み切る際に政
策決定者や市民社会
リーダーが足掛かり
として活用すること
のできるメカニズム
について概説する。
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専門職連携
教育および
連携医療の
ための行動
の枠組み
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推進に向けた取り組み

ついて、医療政策決定者が現場の状
況に合わせて実行できる行動項目を
特定した。一方、上述の広義の分類
である「専門職連携教育」と「連携
医療」へのメカニズムと行動の割り
付けを行ったが、部分的な重複が多
く、割り付けられたメカニズムの多
くはいずれの分類にも影響するもの
である（図 7）。これらの戦略が導入、
拡大されれば、専門職連携教育と連
携医療の定着が進み、医療システム
が強化され、健康アウトカムが改善
されることになるだろう。

専門職連携教育と連携医療を実現す
るには、その両者を形成するメカニ
ズムの見直しと評価が必要となる。
こ の 枠 組 み で は、 研 究 文 献 の レ
ビュー、専門職連携教育の実態につ
いての国際環境調査の結果、国別の
ケーススタディー、主要情報提供者
の専門的知識などから、複数の重要
なメカニズムを特定している。これ
らのメカニズムを 3 つの広義のテー
マに整理し、1） 専門職連携教育、2） 
連携医療、3） 医療システムおよび
教育システムに 3 分類し、各分類に

図 7. 実践レベルにおいて専門職連携教育を形成するメカニズムの例
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専門職連携教育：連
携医療の即戦力とな
る医療人材の養成

専門職連携教育を形成するメカニズ
ムは、次の要素によって推進される
メカニズムに大別される。
　 ＊  専門職連携教育の開発、提供、

資金供給、管理を担当するス
タッフ

　 ＊  専門職連携カリキュラム

教育者†メカニズム。専門職連携教
育プログラムの開発は複雑なプロセ
スであり、複数の異なる学部・職場・
区域のスタッフの関与を必要とする
かもしれない。同様に、専門職連携
教育の維持も複雑なプロセスであ
り、次の要件を満たす必要がある。
　 ＊  支援的な組織的方針と管理者の

関与（38）
　 ＊  参加者間の良好なコミュニケー

ション
　 ＊  現在の課題に対するやる気
　 ＊  新たなカリキュラム導入のメ

リットに対する共通のビジョン
と理解

　 ＊  教育活動の調整を行い、進捗の
妨げとなる弊害を特定する推進
責任者（39）

　専門職連携教育の開発、提供、評
価を行うための十分なトレーニング
を指導員に提供することも重要であ
る（10、14、40、41）。多くの教育

者にとって、互いから学び合う方法
を学生に指導することは、困難かつ
新たな試みである。カリキュラムお
よび一連のトレーニングの中で専門
職連携教育が確実に定着するには、
初期の段階でスタッフが確実な手応
えを感じる必要がある。これにより、
スタッフの継続的関与が促され、学
生のフィードバックに基づき、さら
なるカリキュラムの充実化を図ろう
とする意欲が高まる。

カリキュラムメカニズム。世界各国
の医療と教育は、異なる時間と場所
で幅広いサービスを提供するさまざ
まな種類の教育者と医療従事者に
よって提供される。そのため、専門
職連携教育指導員およびカリキュラ
ム作成者は、綿密な調整を行わなけ
ればならない。挑戦的な取り組みを
推進するためには、参加を義務付け、
柔軟なスケジュールにすることの重
要性がすでに明らかになっている。
　研究によると、専門職連携教育の
効果は次の条件下で高まる。
　 ＊  成人学習の原則（例 : 問題解決

型学習と行動学習のセット）を
適用する。

　 ＊  学生が体験する実際の医療が反
映された学習法である（39）。

　 ＊  学生間の交流がある。
　学習活動、予期される成果、学習
評価が関連付けられたカリキュラム
が、効果的な専門職連携教育の鍵と
なる（42）。予期される成果は、学
生の物理的・社会的環境、ならびに
教育レベルに左右される点に留意す
ることが重要である。綿密に構成さ

† 「教育者」という用語は、あらゆる教育施設また
は医療施設内で勤務する指導員、トレーナー、教員、
教師、講師、ファシリテーター、ならびにそのサポー
トスタッフを意味する。

専門職連携教育のためのスタッフトレーニング
アメリカ合衆国イーストカロライナ大学の地域医療トレーニングプログラムの専門職連
携教育指導員育成コースでは、4 か月にわたって 3 時間の講習が 4 回実施された。教育
者は、どうすれば学生が専門職連携カリキュラムや学生同士の交流が満足できるものに
なるかについて学んだ。講習の内容は、定期的に会合して共通のケースについて討議し、
フィードバックを提供するというものであった（59）。
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れた学習目標は、何をすべきか（す
なわち知識）、どのような方法で知
識を適用するか（すなわちスキル）、
その知識に基づき適切な倫理的枠組
みの中でどのタイミングでスキルを
活用するか（すなわち考え方と行動）
の習得を前提とする。

専門職連携
教育および
連携医療の
ための行動
の枠組み

専門職連携教育を通じた医療現場の体感
1996 年、スウェーデンのリンショーピング大学（Linköping University）は、保健科学分野
の全学生を対象に、大々的な専門職連携教育への取り組みに踏み切った。全学生を対象に、
カリキュラムの最長 12 週間が専門職連携教育に当てられる（60）。この取り組みの一環とし
て、リンショーピング大学の保健科学部に、初の専門職連携学生訓練棟が開設された（61）。
近隣のカロリンスカ研究所でも 1998 年以降同様のトレーニングプログラムを提供しており、
訓練棟において医学、看護学、理学療法、作業療法分野の学生を対象に 2 週間の必須課程と
して専門職連携コースを提供している。5～7 名の学生がチームで患者ケアの計画と構成を
担当し、指導教官が指導に当たる。各シフトの終了後、学生チームは指導教官と共に学習経
験を振り返る（62）。

専門職連携カリキュラムの開発と提供
ネパールのトリブバン大学（Tribhuvan University）のマハラジガンジキャンパスにある看
護学部では、看護学部と医学部の教職員が参加したワークショップにおいて、新しい新生児
医療カリキュラムを策定した。参加者は、協力し合いながら新カリキュラムの必須要素の特
定を行った。基本的新生児医療などの分野では看護学部の教職員の知識とスキルが優れてい
るのに対し、先進医療の分野では医学部の教職員の知識とスキルが優れていることが確認さ
れた（63）。
インドのヴェールールにあるキリスト教医科大学（Christian Medical College）では、看護
学科の学生は専門職連携チームの役割、および専門職連携チームメンバーの対人関係が、患
者やスタッフ間のコミュニケーションに影響することを学んでいる。学生は、紹介サービス
の強化を含め、連携を改善させるさまざまな方法について学習する（64）。
サウサンプトン大学の新世代プロジェクト（New Generation Project）では、複数のヘルス
ケア分野が実際の現場で共同学習を行うという最前線の取り組みを行っている。このプロ
ジェクトでは、教育者と研究者により構成されるチームでシラバスが新たに開発されている。
それは、共通の理解、相互尊重、コミュニケーションを通じて複数の異なるヘルスケア分野
の結束を促す内容となっている。（65）。

必須の専門職連携教育
スウェーデンの臨床教育プロジェクトセンターは、医学、看護学、理学療法、作業療法分野
の学生を対象とした 2 週間の専門職連携コースの評価を実施した。その結果、専門職連携臨
床コースを必須課程とすることにより、教職員、スタッフ、学生の交流の機会が増え、関係
者全員がこのような交流の継続に関心を示したことが確認された（66）。
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　これらの学習目標を、専門職連携
学習に関わる領域ごとにまとめた 1
例を以下に示す。
　1. チームワーク :
　　 - �チームリーダーとしてもチー

ムメンバーとしても機能でき
ること。

　　 - �チームワークの弊害となる要
因を把握すること。

　2. 役割と責任 :
　　 - �自身、ならびにその他の医療

従事者の役割、責任、専門知
識を理解すること。

　3. コミュニケーション :
　　 - �同僚に対して的確に自分の意

見を述べること
　　 - �チームメンバーの意見を聞く

こと。
　4. 学習と批判的考察 :
　　 - �チーム内での自身の対人関係

について批判的に考察するこ
と。

　　 - �専門職連携教育で学習した内
容を勤務現場で応用するこ
と。

　5. �患者との関係、および患者の
ニーズの把握

　　 - �患者の利益を最優先にして連
携して職務に当たること。

　　 - �ケア管理のパートナーとして
患者、家族、介護者、コミュ
ニティとの関わり合いを持つ
こと。

　6. 倫理綱領
　　 - �自身や他の医療従事者が持

つ、他の医療従事者に対する
固定概念を把握すること。

　　 - �どの医療従事者の見解にも一
定の妥当性が重要性があるこ
とを認識すること。

専門職連携教育は学習者に対し、連
携医療の即戦力となる医療人材の一
員となるのに必要なトレーニングを
提供する。連携医療即戦力を身につ
けた後の実務体験の形成に役立つも
のとして、さらにいくつかのメカニ
ズムと行動が存在する（表 1）。医
療システム計画者と医療教育者は、
連携医療を展開するにあたり、教育
現場から医療現場へと踏み出す学習
者を支援する方法について話し合う
必要がある。

われわれの健康改善
のために力を合わ
せて取り組む白人

社会のみなさんを歓迎しま
す。われわれもその取り組
みに加わり、われわれのコ
ミュニティについてみなさ
んに知っていただきたいと
考えております。アボリジ
ニーの各コミュニティは、
ユーモアのセンスがあると
いう点で共通しており、逆
境に強いのが特徴です。専
門職連携に向けて、みなさ
んと協力して取り組んでゆ
きたいと考えております。』
　�― アボリジニーコミュニ

ティのリーダー
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行動 参加者 行動レベルの例 予期される成果
1. 専門職連携教育の共通のビ
ジョンと目的について、全ての
学部および組織の主要関係者と
合意する。

・意思決定者
・政策決定者
・医療施設の施設長および

管理者
・教育リーダー
・教育者
・医療従事者

状況に応じた行動
・ビジョン：「校内での学習ま

たは実習の別にかかわらず、
専門職連携教育を奨励し、専
門職連携の原則を遵守する。」

・全ての医療従事者教育
を、専門職連携のビジョ
ンと目的に基づき実施す
る。

2. 適正な教育実践の原則に基
づき、専門職連携教育カリキュ
ラムを作成する。

・カリキュラム作成者
・教育者
・教育リーダー
・研究者

状況に応じた行動
・教育現場の研究者と連携し、

専門職連携教育の成功事例を
当該教育現場に適用する方法
について理解する。

・既存の資源および現場のニー
ズに即したカリキュラムを作
成する。

・その地域に即し、なおか
つ行動様式、地理、歴史、
課題などを考慮した専門
職連携教育の枠組み。

・医療従事者、研究者、施
設などを含む、数多くの
コミュニティ階層の関
与。

3. 次の目的のために組織的支
援を提供し、十分な資金と時間
を割り当てる。
・専門職連携教育の開発と提

供。
・専門職連携教育のためのス

タッフトレーニング

・医療施設の施設長および
管理者

・教育リーダー

実行
・専門職連携の推進責任者、ス

タッフ、その他関係者の定期
的会合のための時間を確保す
る。

・スタッフに対し、専門職連携
教育への参加を促すインセン
ティブを提供する。

・連携医療の即戦力となる
医療人材。

・より健全な職場環境、な
らびに医療従事者の満足
度向上。

4. 医療従事者トレーニングプ
ログラムに専門職連携教育を導
入する。
・すべての資格取得前のトレー

ニングプログラム。
・適切な大学院課程および技術

者継続教育プログラム。
・より高品質なサービス提供の

ための学習。

・政府リーダー
・政策決定者
・教育リーダー
・教育者
・カリキュラム作成者
・医療施設の施設長および

管理者

実行
・システム全体にまたがる新た

なカリキュラムを導入する。
・再教育に対するベテラン医療

従事者の反発に対処する。

・連携医療の即戦力となる
医療人材。

・医療システム展開におけ
る専門職連携教育と連携
医療の定着。

5. 専門職連携教育の開発、提
供、評価を担当するスタッフが、
その職務を遂行する能力を備
え、計画されている専門職連携
教育の内容に対応した専門知識
を有し、専門職連携教育の推進
責任者のサポートを得ているこ
とを確認する。

・教育者
・教育リーダー

実行
・教育者やトレーニングスタッ

フが共通の課題や成功につい
て議論できる場を設ける。

・教育者とスタッフのための資
源を提供する。

・適切な評価ツールを使用して
継続的改善に取り組む。

・専門職連携教育と連携医
療に着目した教育体系の
強化。

6. 教育機関、ならびに関連す
る全ての医療現場や勤務現場の
リーダーが専門職連携教育の実
行に取り組んでいることを確認
する。

・教育リーダー
・医療施設の施設長および

管理者

推進
・教育者、診療主任、スタッフ

が専門職連携教育で体験した
メリットについて上司やリー
ダーと話し合える機会を提供
する。

・他の医療専門家に対する
態度の改善。

・医療従事者間のコミュニ
ケーションの改善。

表 1. 健康アウトカムの改善に向けて専門職連携教育を推進するための行動
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連携医療 : 最適な医
療サービスの実現

連携医療は、医療を受ける集団の
ニーズに合わせて構成し、地域での
医療提供の実態を考慮することによ
り、最大限の効果を発揮する。専門
職連携という新たな概念の導入方法
を決定する際には、集団またはニー
ズに即したアプローチが必要とな
る。連携医療の即戦力となる医療人
材は、連携医療の有効性を確立する
ために必要不可欠なメカニズムだ
が、それだけで最適な医療サービス
の提供が保証されるわけではない

（図 8）。連携医療の有効性は、組織
的支援、職務遂行における行動様式、
環境などの他の実践レベルのメカニ

ズムによって実現される（表 2）。

組織的支援。組織的メカニズムは、
チーム連携による職務遂行を形成
し、職務の細分化ではなく相乗効果
を生み出す効果がある（43）。連携
医療に参加するスタッフには、明確
な管理モデル、構造化されたプロト
コル、共通の業務手順が必要である。
また管理者が、チームワークを支援
し、なおかつチームメンバー間で医
療サービス提供の責任を分担するこ
とを支持していることがスタッフに
伝わる必要がある。専門職連携とケ
アの提供のための十分な時間と空間
が確保されている必要がある。同時
に、人事方針において連携医療を認
知・支援し、公平かつ平等な報酬を
提供する必要がある。

情報通信技術を活用した専門職連携教育の提供
仮想学習環境では、異なる医療専門分野の学生らが医療チームの各メンバーの役割
と責任について理解を深める。複数の大学の国際的ネットワーク、ウーニウェルシ
タース 21（Universitas 21）の事例は、固定概念を払拭し、患者のケアにおける平
等なパートナーシップを推進するために情報通信技術の活用が有効であることを示
している（67）。

効果的なコミュニケーション戦略
インドのタミルナードゥの精神病院では、メンタルヘルスチームが専門職連携によ
る患者へのケア提供に取り組んでいる。この医療現場では、全ての専門家が意思決
定プロセスに関われるように、共同で回診を行っている。このチームに所属するス
タッフは、責任についての明確な理解、専門家間の信頼、オープンかつ率直なコミュ
ニケーション、患者ケアへの家族の関与が成功の決め手であることを強調している

（68）。

専門職連携教育に対する学生の見解
オーストラリアのクイーンズランド大学で行われた発達性協調運動障害の小児につ
いての専門職連携ワークショップの実施後、コミュニケーションや人の話に耳を傾
けることの必要性についての理解が深まったことが学生から報告されている（69）。

意思決定の共有のための仕組み
インド都市部の地域医療クリニックでは、医療従事者チームがケアの管理に当たっ
ている。医療従事者あたりの患者数は 3,000 名を超え、毎週、診療時間中に医師に
よるサポートが提供される（64）。
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割と責任、チーム
と し て の 職 務 遂

行、職場における働きやす
い人間関係づくりについて
の理解を深めるのに非常に
役立つコースであった。
　― 理学療法分野の学生

専門職連携
教育および
連携医療の
ための行動
の枠組み

29

職務遂行における行動様式。意思決
定の共有と定期的なチーム会合の機
会を設けることにより、連携医療は
効果を発揮する。これにより、医療
従事者は共通の目標と患者管理計画
を決定し、単独業務と分担業務のバ
ランスを取り、共有資源の調整を図
ることが可能となる。構造化された
情報システムとプロセス、効果的な
コミュニケーション戦略、問題解決
のための明確な方針、チームとコ
ミュニティーメンバーの定期的な対
話が、職務遂行における優れた行動
様式を確立する決め手と
なる。

環境。専門職連携ク
リニックにおける連

携医療が、空間設計、施設、構築環
境によって著しく強化される場合も
あれば、著しく損なわれてしまう場
合もある。一部の例では、効果的な
空間設計のためにコミュニティや患
者、さらには医療チームのメンバー
からのインプットやアドバイスを盛
り込むようにしている。何よりも重
要なのは、物理的空間に役職の階層
を反映させるべきではないという点
である。これ以外にも、円滑なコミュ
ニケーションを促すための共有ス
ペースを設けることや、空間や室内

を、効果的連携を妨げる
障壁を排除するよう
構成することなどを
検 討 す る と よ い

（44）。

図 8. 実践レベルにおいて連携を形成するメカニズムの例

4月以降WHOの和訳.indd   29 2014/09/01   14:01:15



30

行動 参加者 行動レベルの例 予期される成果
1. 意思決定の共有、定
期的なコミュニケーショ
ン、コミュニティの関与
を促すプロセスを構築す
る。

・医療施設の管理者およ
び施設長

・医療従事者

状況把握
・コミュニケーションプロ

セスの改善のためのアイ
デアについて話し合い、
共有する。

・交流やスタッフ支援を通
じて連帯感を高める。

・意思決定の共有の原
則、ならびに複数の専
門分野をまたがるコ
ミュニケーションの成
功事例に即した連携医
療モデル。

2. サービス施設内およ
び施設間の専門職連携医
療を促進、奨励、拡大す
る構築環境を設計する。

・政策決定者
・医療施設の管理者およ

び施設長
・医療従事者
・資本計画担当者
・建築技師、空間設計者

状況把握
・コミュニケーションの流

れを円滑にするために機
器の移動・再配置を行う。

・意思疎通の改善。
・医療従事者の満足度向

上。

3. 連携医療を認知・支
援し、公平かつ平等な報
酬モデルを提供する人事
方針を策定する。

・政府
・医療施設の管理者およ

び施設長
・政策決定者
・規制／労働当局

実行
・人事方針の見直しを行

い、革新的な報酬・優遇
体系について検討する。

・より健全な職場環境、
ならびに医療従事者の
働きやすさの向上。

・職場環境の改善

4. 専門職連携とケア提
供に取り組むための十分
な時間と空間を確保でき
る医療提供モデルを構築
する。

・医療施設の管理者およ
び施設長

・政策決定者
・医療従事者

実行
・スタッフが症例、課題、

成功について話し合うた
めの時間を設ける。

・スタッフが新たなプロセ
スの開発や戦略の立案に
参加する機会を提供す
る。

・管理者とスタッフの交
流の改善。

・医療従事者間の結束と
コミュニケーションの
強化。

5. チームワーク、なら
びに医療サービス提供の
責任をチームメンバー間
で分担することを規範的
行動として定めた管理モ
デルを構築する。

・医療施設の管理者およ
び施設長

・政策決定者
・政府リーダー

推進
・既存の管理モデルの見直

しと更新を行う。
・ケアの専門職連携教育・

連携医療モデルのための
戦略プランを作成する。

・職場で専門職連携を定
着させるための継続的
取り組み。

・管理モデル、職務、ビ
ジョン、理念、目的の
更新。

表 2. 健康アウトカムの改善に向けて連携医療を推進するための行動

ビジョン、およびプログラムの目的
ネパールでは、高い新生児死亡率への対策として、新生児救命（Saving Newborn 
Lives）と称される国家戦略が実行された。看護学部と医学部の教職員を結集した、こ
の共通の目標は、統合カリキュラムの開発と両専門分野間の関係強化の原動力となった

（56）。

連携医療と構築環境
連携医療のための物理的環境は、専門職連携チームにより提供されるケアの質を大きく
左右する。精神疾患や慢性疾患などのようなデリケートな健康問題に対処する患者や家
族にサービスを提供する医療従事者が、質の高い、配慮の行き届いた、患者を中心に据
えたケアを提供するには、プライバシーの守られた静かな場所が必要不可欠である（47）。
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連携医療を支援する法律

2008 年、カナダのブリティッシュコロンビア州政府は、専門職連携に関わる条項が盛
り込まれた条例を可決した。これを受け、ブリティッシュコロンビア州に所属する各規
制機関は、『（k）その任務の遂行および本条例に定められた権限を行使するにおいて、（ii） 
登録者および他のヘルスケア分野に従事する者との間の専門職連携を促進、奨励する』
ことを要請されている（45）。

ノルウェーにおける
専門職連携教育を形成する政府メカニズム

1972 年、ノルウェー政府は、専門分野の枠組みを越えて職務を遂行できる学生を育成し、
専門職連携を推進するには、ヘルスケア分野を専攻する学生らを対象に共同教育を行う
必要があると言明した。1995 年には、看護学、ソーシャルワーク分野、その他医療関
係職の学部課程プログラムに「科学理論」、「倫理学」、「コミュニケーションと連携」、「科
学的手法および社会保障制度の理解」を網羅した共通の必須カリキュラムを盛り込むよ
う勧告した。これを受け、全ての総合大学学部にて、この共通の必須カリキュラムの採
択が決行された。政府は共同学習を奨励したが、専門分野の種類が少ない総合大学学部
や、共同学習のパートナーとなりうる施設との距離が離れている総合大学学部に対して
は、かなり柔軟な対応を取った。

医療システムおよび
教育システム : 健康
アウトカムの改善

医療システムと教育システムの連携
を図ることで、将来、スタッフは適
切な資格を持ち、適時・適所に配置
されることになる。医療システムお
よび教育システム内で勤務する団体
および個人は、専門職連携を支える
環境作りに貢献することができる。
連携医療を実現するには、教育環境
から実務環境への展開方法ついて医
療従事者と医療教育者との間で議論
する必要がある。専門職連携教育や
連携医療への移行のための指針とな
りうる主要な原則としては、状況関
連性、方針統合、複数レベルでのシ
ステム変革、連携リーダーシップが
あげられる。また、連携医療プロセ
スにはサービス利用者である患者・
介護者・家族の全員が関与する点に
留意することが重要である。
　法律は、医療システムと教育シス

テムの構築・監視・管理を形成する
重要なメカニズムである。法の改正
は、医療従事者の教育・認定・規制・
報酬の制度に影響を及ぼす可能性が
あることから、専門職連携教育と連
携医療の開発・実行・継続性は、法
律によって大きく左右されるといえ
る（図 9）。また、政府が連携医療
への障壁を排除する法律を制定する
ことに合意した場合、それは専門職
連携の推進に大きく貢献することに
なる。法に関わる議題においては、
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規制が大きなウェイトを占めること
が多い。医療従事者の多様化が進む
中、政策決定者は、新たな専門職種

（特に、特別なスキルの組み合わせ
からなるもの）を認知・支援する上
で規制が果たすことのできる、また
は果たすべき役割について検討する
必要がある。

図 9. システムレベルで専門職連携教育と連携医療に影響を与える要因の例

医療サービス提供。医療システムお
よび教育システムにおける資金調
達・資金供給・委託の制度によって、
専門職連携教育と連携医療の成功が
左右されることがある。たとえば、
医療従事者らが、互いとの連携のた
めにどの程度の時間を費やすか、学
生を対象としたチームワークの実地
指導のためにどの程度の時間を費や
すかは、医療従事者の報酬制度に
よって変わってくる可能性がある。
さまざまな医療従事者報酬モデル、
資金供給の流れ、リスク管理プロセ
スが、患者のケアや学生の学習にど
のような影響を及ぼすかについて検
討することは、専門職連携教育と連
携医療を推進していく上で極めて重
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‡ 資金調達（financing）は資金の調達方法、資金
供給（funding）は資金の使い方、委託（commissioning）
はサービス提供者を選択するプロセスを意味する。
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要である。同時に、
チームベースの統合
サービスの開発・提
供を可能にする医療
サービス政策の調整
を図ることは、次の
ことを意味する。
　 ＊  社会的ケア、教

育、住宅、司法
など、他の公共
政策分野の関与
を得ること。

　 ＊  全国的な戦略的
方針として、専
門職連携教育と連
携医療の実践をシステム化する
こと。

　 ＊  連携医療の原則に即した医療
サービスや教育サービスの委託
を円滑化すること。

患者の安全。システム全体に適用さ

継続的な政策的取り組み
日本では、神戸市が、新生児死亡率の減少をねらった母子健康のための連携医療モデル
に取り組んでいる。サポート室と称されるこのプログラムでは、連携を通じてさまざま
な専門分野のスタッフにより、包括的サービス（産前産後のサービス、幼児期のサービ
ス）が提供される（71）。

支援メカニズムとしての統合医療・教育方針
イギリスでは、医療政策の抜本的改革により、医療専門家を養成する全ての大学で、校
内学習と実習への専門職連携教育の展開と統合が義務付けられた（6）。カナダでは、ロ
マノウ委員会（Romanow Commission）（72）により、カナダの未来の医療システムモデ
ルについてのレビューと提言が発表され、その成果の 1 つとして、チームによる職務遂
行の促進を明確な目的として据えた専門職連携教育の推進を促す勧告が発表されている

（73-74）。
　タイでは、コンケン大学（Khon Kaen University）が、世界的な医療従事者不足へ
の対策として、地域の医療従事者や教育者を支援するプログラムを開発するために、地
域病院、行政組織、大学教職員を招いた会合を開いている（75）。

れる基準を設定し、
患者の安全を支援す
る管理メカニズムを
使 用することによ
り、専門職連携教育
と連携医療を医療シ
ステム内に定着させ
ることができる。世
界各国で採用されて
いる管理メカニズム
の多くは、患者とコ
ミュニティを守るた
めにある。規制が厳
しすぎれば、プロセ

スが細分化されてしま
う可能性があり、費用増大や医療シ
ステムの負担増を招く結果となる。
一方、規制にある程度の柔軟性があ
る場合は、医療において専門職連携
教育を定着させる機会が増えること
になる。

コミュニティにおけ
る他の学生や教師
のサポート、仲間

意識、協力を得られたこと
が励みになった。また、互
いに学ぶ側と教える側の両
方を体験する機会にも恵ま
れた。異なる専門分野間に
存在するいくつかの誤解に
ついて知ることができたほ
か、自身の専門分野の限界
についても認識できた。
　― 医学生
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どの国にも、専門職連携教育と連携
医療の障壁とも成功要因ともなりう
る法的構造が存在する。医療施設の
認定要件や学生の登録基準もまた、
教育や医療の変容をもたらす要因と
なりうる（42）。たとえば、ある政
府は、付帯規則の一部として専門職
連携教育を盛り込むことを取締機関
に義務付ける条項を医療法令に加え
ている（45）。また、ある政府は、
医療専門家教育プログラムの応募者
選考委員会の一員としてコミュニ
ティのメンバーを加えることを義務
付ける規定を設け、医療専門家教育
を監視する専門機関を設置するほ
か、初期専門教育の一環として専門
職連携教育を体験する機会を学生に
与えるべきであることを強く指摘し
ている（46-48）。政策決定者や政府
リーダーは、専門職連携教育や連携
医療に関する条項を法律、認定要件
および／または登録基準に盛り込む
ことにより、専門職連携を積極的に
推進していくことができる。『人は
誰でも間違える（To Err is Human）』
で取り上げられた患者の安全に関わ
る問題を受け、米国医学研究所は
2003 年、『医療専門家教育 : 品質へ
の架け橋（Health Professions Education: 
A Bridge to Quality）』と題した画
期的な報告書を発表し、その中で専
門職連携教育と連携医療の必要性に
ついて強調している（表 3）。

専門職連携教育と患者の安全
アメリカ合衆国では、医学研究所が 2003 年に『医療専門家教育 : 品質への架け橋（Health 
Professions Education: A Bridge to Quality）』（76）と題した画期的な報告書を発表し、
専門職連携教育と連携医療の必要性を強調している。この報告書は、1999 年に発表さ
れた『人は誰でも間違える（To Err is Human）』（77）、2001 年に発表された『医療の
質－谷間を越えて（Crossing the Quality Chasm）』（78）の 2 つの報告書の続編である。
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専門職連携教育」プ
ロ ジ ェ ク ト の 前
は、学生たちはお

互いを一人の人間としてで
はなく、医師や看護師とし
て見ていて、人間的な面を
見過ごしていた。それが、
今では肩書にとらわれず、
お互いにもっと相手を尊重
してコミュニケーションが
取れるようになった。この
プロジェクト通じて学生た
ちがお互いを一人の人間と
して見るようになったこと
は、大きな変化である。
　― 教育リーダー
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行動 参加者 行動レベルの例 予期される成果
1. 国家レベル、地域レベ
ルで人材の能力育成に取り
組む。

・政府リーダー
・医療施設の管理者および

施設長
・教育リーダー
・政策決定者

状況把握
・パートナーおよび医療

リーダーと集中的議論を
行う。

・人材の採用・維持・教育
のための短期的、長期的
計画的戦略を策定する。

・専門職連携人材のための
短期、中期、長期計画。

・医療計画のための明確に
定義された人材方針。

2. 医療従事者教育プログ
ラムの認定基準（専門職連
携教育が実践されているこ
とを示す明確な証拠がある
こと、など）を設ける。

・教育リーダー
・取締機関
・国会議員
・政府リーダー
・研究者

状況把握
・現行の認定基準を見直

し、今後の認定基準には
専門職連携教育や連携医
療に関する項目が確実に
含まれるようにする。

・専門分野別の認定基準に
おいて、いずれの認定基
準でも、専門職連携教育
や連携医療を指す用語に
は、同様の用語を使用す
るものとする。

・専門職連携教育と連携医
療という共通のテーマが
盛り込まれた、専門分野
別の新たな認定基準。

3. 教育者と医療従事者に
よる連携推進と連携による
職務遂行を支援するための
方針や規制の枠組み（新た
な役割や、ケアモデルを含
む）を作成する。

・政府リーダー
・専門家団体
・規制当局
・教育リーダー
・国会議員

実行
・政府に対し、連携医療を

支援する適切な法的モデ
ルの構築を働きかける。

・新たな専門職種の役割と
責任についてパートナー
や医療従事者と議論す
る。

・専門職連携教育と連携医
療を支援する法と規制の
枠組み。

4. 医療従事者の生涯学習
の一環として、明確な専門
職連携目標の枠組みを作成
し、資金を割り当てる。

・専門家団体
・取締機関
・政府リーダー
・政府機関
・教育リーダー
・国会議員

実行
・資格取得前、資格取得後

の教育に適したプログラ
ムとコースを開発する。

・連携医療の即戦力とな
り、キャリア全体を通し
てこれを維持するため
の、医療従事者のための
生涯学習。

5. 専門職連携教育と連携
医療を支援する人材計画、
資金調達、資金供給、報酬
に関わる成功事例を共有で
きる環境づくりをする。

・政府リーダー
・研究者
・教育リーダー
・医療施設の管理者および

施設長

推進
・成功や課題について話し

合うために地域における
推進者を招いて会合を開
く。

・専門職連携のための一貫
した資金供給モデル。

・医療システムのあらゆる
レベルとのコミュニケー
ション改善。

・成功事例／エビデンスの
データベースの作成。

表 3. システムレベルで専門職連携教育と連携医療を支援するための行動
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結論

世界保健機関（WHO）は、専門職
連携教育と連携医療の実践が、世界
的な保健人材不足の危機を緩和する
上で重要な役割を果たす革新的戦略
であると認識している。『専門職連
携教育および連携医療
のための行動の枠組
み』は、政策決定者
に対し、世界各国で
専門職連携教育と連
携医療がどのように
機能しているかの概
要を示すことを目的
とする。この枠組み
は、研究から得られ
たエビデンス、なら
びに世界各国の既存
のプロジェクトから
得られたさまざまな
例を使用し、専門職連
携教育と連携医療を各地域で適用・
統合する方法について新たな知見を
読者に提供する。
　専門職連携教育と連携医療は、説
明、理解、実施が困難な概念である
といえる。多くの医療従事者は、他
の医療従事者と共同で職務を遂行し
ているというだけで連携医療を実践
していると思い込みがちである。実
際のところは、各個人が共通の目標
の達成のために自身のスキルを使用
することに合意し、グループの中で
働いているだけのことが多い。しか
しながら、連携には、単に合意とコ
ミュニケーションではなく、創造と
相乗効果が関係してくる。連携とは、
互いに補い合えるスキルを有する異

専門職連携は、最善
の患者ケアを提供
する鍵であること

がわかっている。つまりわ
れわれは、保健社会福祉分
野の学生が入学直後の早期
段階で開始される専門職連
携教育を通じて、必要な知
識とスキルを確実に習得で
きるようにする必要があ
る。
　― 保健教育副次官補

なる専門分野の人々が、交流を通じ、
誰も思いついたことのない、もしく
は自分一人ではまず考え付かなかい
ような共有の知識を生み出すことで
ある。医療従事者が連携したとき、

そこには、それまでに
はなかった何かが存
在することになる。
医療従事者が、医療
において連携がどの
ように行われるのか
を把握するには、連
携医療の即戦力とな
る能力を養成する専
門職連携教育に参加
するしかない。
　この枠組みでは、
医療システムの変革

を可能にする戦略と
して専門職連携教育と

連携医療を導入することの重要性に
着目している。もはや、単に専門能
力があるということだけでは不十分
であり、世界の動向を見ても、医療
従事者には専門能力に加え、専門職
連携能力が求められている。連携し
て職務を遂行することで、医療従事
者は医療における現在の課題に積極
的に対処できるようになり、それに
よって医療システムが強化され、健
康アウトカムが改善される。
　結局のところ、専門職連携教育と
連携医療の鍵を握るのは人である。
患者やコミュニティが最善の治療を
できる限り効率的に受けられるよう
にするためにサービスを提供し、協
力して取り組んでいるのは医療従事
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者であり、さまざまな専門分野の学
生が互いから学び合うことの重要性
を理解しているのは教育者であり、
各施設内で支障なく連携医療を実践
することを可能にするために尽力し
ているのは医療リーダーと政策決定
者である。そして、何よりも大切な
のは、医療従事者が協力し合って可
能な限り最善のサービスを提供して
くれるものと信じて医療サービスを
必要とし、使用する個々の人々であ
る（表 4）。
　この枠組みは、専門職連携教育と
連携医療の導入と実行に関する一連
の手順と推奨を提示しているのでは
なく、世界各国の政策決定者に対し、
即座に行動を起こすことを呼びかけ
ている。政策決定者は、各現場のニー
ズと能力を確認するために現場の状

世界各国の医療組織の役割
国際医療組織が医療方針に与える影響はますます高まっている。国際的な医療機関、非
政府組織、臓器斡旋機関は、専門職連携教育と連携医療の支援と推進に重要な役割を果
たす可能性を持つ。
国際的な医療組織が専門職連携の牽引役として果たせる役割の例を次に示す。
　 ＊  国家の医療方針決定者による専門職連携教育と連携医療の導入、実現、維持に向け

た取り組みを支援する。
　 ＊  専門職連携教育と連携医療が盛り込まれ、なおかつ教育イニシアチブと医療イニシ

アチブが結び付いたプロジェクトやプログラムの開発が確実に行われるようにする。
　 ＊  地域、国家、現場レベルの連携医療への取り組みを促すような資金供給の流れを作

る。
　 ＊  医療システムと教育システム間の調整をサポートする。
　 ＊  専門職連携教育と連携医療の推進を支持し、国際的な健康課題の議論においてこれ

らが常に優先事項として扱われるようにする。
　 ＊  専門職連携教育と連携医療を用いて既存または新規のプログラムを強化できる可能

性を模索し、その機会を活かすために、組織の枠組みを越えた取り組みを行う。
　 ＊  専門職連携教育と連携医療の実行と推進を国際的に進めていくことにより、グロー

バルリーダーシップを発揮する。

況を調査し、新規および既存のプロ
グラムに専門職連携を組み込むこと
に取り組み、優れたイニシアチブと
チームを推進することにより、最善
の医療サービスと健康アウトカムの
改善に向けて歩み出すことになる。
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状況把握
全く同じ医療システムというものは
世界のどこにも存在しない。医療の
提供制度に影響する要因として、構
造、プロセス、重要な医療課題、医
療従事者の種類、文化的背景などが
あげられる。より連携型の医療への
移行を模索する状況下で、各国のス
タート地点は異なり、克服すべき課
題も異なる。
　以上から、連携医療の即戦力とな
る医療従事者を育成・輩出するには、
まず現時点で容易に対応可能な事項
は何かについて評価を行い、これを
推進の足掛かりとするよう、この枠
組みでは提案している。現実的な成
功の可能性があり、なおかつそのた
めの方法や達成すべき目標が実現可
能なものであってこそ、専門職連携
教育と連携医療を実行に移すことが
可能となる。コミュニティにおける
強いパートナーシップの構築、維持、

促進が、医療システム変換の鍵とな
る。
　政策決定者が当該管轄区域におい
て、専門職連携教育と連携医療に向
けた状況把握を行うために取ること
のできる行動の一例を次に示す。
　 ＊ �専門職連携教育と連携医療がこ

のコミュニティにおいてなぜ有
益なのか、そして地域の施設・
組織の主要関係者がどう協力し
ていけばその有益性を現実のも
のとできるかについて合意す
る。

　 ＊ �意思決定の共有、定期的なコ
ミュニケーション、コミュニ
ティの参加を促すようなプロセ
スを構築する方法について検討
する。

　 ＊ �地域、国家、地方レベルで、医
療システムと教育システムとで
一貫した統合人材能力開発計画
を導入する。

専門職連携教育 連携医療 医療システムと教育システム
教育者メカニズム
・推進責任者
・組織的支援
・管理者の関与
・目的の共有
・スタッフトレーニング
カリキュラムメカニズム
・成人学習の原則
・評価
・参加の義務付け
・状況把握
・学習目標
・事業計画およびスケジュール

管理
・プログラム内容

組織的支援
・管理モデル
・人事方針
・共通の業務手順
・構造化されたプロトコル
・支援的な経営管理
職務遂行における行動様式
・コミュニケーション戦略
・問題解決のための方針
・意思決定プロセスの共有
環境
・構築環境
・施設
・空間設計

医療サービス提供
・資本計画
・委託
・資金調達
・資金供給の流れ
・報酬モデル
患者の安全
・認定
・職業登録
・規制
・リスク管理

表 4. 専門職連携教育と連携医療を形成するものとして特定さ
れたメカニズムの概要
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実行
医療システムについての状況把握
と、取り組みを進めていく領域の特
定が完了すると、医療システム改革
のための革新的戦略として、専門職
連携を進めていくための取り組みを
実行に移すことができる（図 10）。
　この種の取り組みは、様々な形態
を取り得る。一部の地域では、専門
職連携教育と連携医療を支持するエ
ビデンス（特に研究や評価）が必要
であることが示されている。効果的
な専門職連携教育と連携医療によっ
てもたらされる良い影響について
は、特に、この種の取り組みから個
人的に利益を享受した人々の体験か
ら多くのことが知られているが、ま
だ知られていないことも多くある。
医療従事者や政策決定者は、このよ
うな研究を支援する強力な世界的取
り組みから恩恵を得ることができ
る。
　専門職連携教育と連携医療を実現
するための革新的方法の実行に向け
て、医療および教育分野のリーダー
らが結束して取り組むことは、医療

システム強化に向けた最も重要なス
テップの 1 つであることが多い。医
療システムと教育システムを結束し
たリーダーシップによって、法規制
など、連携医療への従来の障壁が見
直されることが保障される。中核の
部分でリンクしているこれら 2 つの
システム間で調整を行わないかぎ
り、連携医療の即戦力となるために
必要なステップを踏むことは医療従
事者にとって困難である。
　政策決定者が当該管轄区域におい
て、専門職連携教育と連携医療に向
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図 10. 統合医療人材戦略の実行

4月以降WHOの和訳.indd   39 2014/09/01   14:01:25



40

けた取り組みの姿勢を示すために取
ることのできる行動の一例を次に示
す。
　 ＊  医療に関わるすべての教育・ト

レーニングプログラムに専門職
連携教育を導入する。

　 ＊  連携医療を認知・支援するため
に人事方針を改正し、公平かつ
平等な報酬モデルを提供する。

　 ＊  連携医療への障壁を確実に無く
するために、医療プログラムに
おける資金供給、資金調達、委
託の仕組みを整合化する。

変革に向けたパートナーとしての学生リーダー
2005 年、カナダ全土から数千人の医療専門分野の学生が集まり、専門職連携教育を推
進する草の根活動として、全国学生健康科学連合（National Health Sciences Students’ 
Association）を結成した。学生リーダーは、大学 / 専門学校を拠点とする 22 の支部か
らなるネットワークと 20 種類を超える医療専門分野の知見を駆使し、各拠点で連携医
療を促進していくための教育プログラム、社会プログラム、コミュニティサービスプロ
グラムを設計し、実行する。たとえば、この連合に加盟するトロント大学支部は、大学
の「疼痛管理ウィーク（Pain Week）」と称する専門職連携カリキュラムと平行して一
連の社会的イベントを開催した。ダルハウジー大学支部は、乳癌チャリティーイベント
の開催に数百名の医療専門分野の学生の参加を募り、互いから学び合う機会を提供した。
ブリティッシュコロンビア大学を拠点とする地方支部は、州政府保健省と提携し、小学
生と高校生を対象とした革新的な健康プログラムの開発に協力して取り組んだ（79）。

推進
革新的構想の多くについて言えるこ
とだが、専門職連携教育と連携医療
を推進するには、現状の医療システ
ムは理想的または存続可能とは言え
ず、連携して職務を遂行できる医療
人材の育成を推進することが医療シ
ステムの強化と改革に向けた最善の
手段の 1 つであることを認識する推
進責任者の存在が必要である。最終
的な目標は、医療従事者の教育や職
務遂行において連携医療が欠かすこ
とのできない要素となり、全ての医
療従事者のトレーニング、ならびに
全ての適切な医療サービスの提供に
おいて連携医療が定着することであ
る。連携医療を行うことが当然のこ
ととなるべきだが、この目標を達成
するには、人々の考え方やシステム、
運営体系を変えていく必要がある。
　改革の推進には、政治や政策が大
きな役割を果たしうる。専門職連携
教育と連携医療の推進責任者を特
定・支援し、連携医療の推進を支援
するような適切な政策が確実に施行
されるようにし、連携プログラムの
成功事例の成果を共有することは、
世界各国での専門職連携の普及拡大
に向けた小さいながらも重要なス
テップである。
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専門職連携の推進
オマーンのマスカット地域のいくつかの診療所において、高官レベルの政策決定者が連
携医療を強力に支持することが、医療従事者間の効果的チームワーク達成の成功要因で
あると指摘されている。最前線で活躍するスタッフとの話し合いの機会を持つことに意欲的な
医療管理者や医療システム計画者の存在もまた重要であると認識されている（80）。

　政策決定者が当該管轄区域におい
て、専門職連携教育と連携医療を推
進するために取ることのできる行動
の一例を次に示す。
　 ＊  教育機関、政府、医療現場にお

けるリーダーらに対し、専門職
連携教育のための自身の取り組
みを共有し、関連するプログラ
ムや議論においてその取り組み
を積極的に取り込んでいくこと
を奨励する。

　 ＊  専門職連携教育と連携医療の推
進を支援する医療
人材計画モデル、
資 金 調 達 モ デ
ル、資金供給モ
デル、委託モデ
ル、報酬モデル
から得られた教
訓を共有する。

　 ＊  管理者に対し、
チームワーク、
ならびにチーム
メンバー間での
医療サービス提
供責任の分担を
サポートするよう
促す。

　専門職連携教育と連携医療は、世
界各国の医療システムが直面する数
多くの課題を緩和する上で重要な役

割を果たす可能性を秘めている。医
療提供制度の改革、医療システムの
強化、そして最終的には健康アウト
カムの改善を実現する可能性を持つ
これらの戦略の実行に向けて、今こ
そ行動を起こす時である。管轄区域、
地域、国によって課題やニーズは異
なるが、この枠組みは、現在進めら
れている取り組みをさらに強化して
いくための提案やアイデアを提供
し、将来実行可能な専門職連携教育
と連携医療のための重要なイニシア

チブについて対話と議
論を展開していくこ
とを目的とする。こ
の枠組みが原動力
となって専門職連
携教育と連携医療
が世界各国の政策
決定者によって受
け入れられること
が、WHO 専門職連
携教育・連携医療
研究班の願いであ
る。専門職連携を
促す戦略を実行する

ことにより、システ
ムは、細分化された状態から、医療
システムが強化され、健康アウトカ
ムが改善された状態へと変貌を遂げ
始める。

互いから学習しあう
未 来 の 医 療 リ ー
ダーたちの意欲的

な様子を見ていて、今後数
年間でわれわれの医療シス
テムがどのように変化し、
新しく生まれ変わっていく
のかと思うと感無量であ
る。結局のところ、全ては
そのための取り組みであ
る。
　― 看護師長
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オーストラリア専門職
連携医療・教育ネット
ワーク（AIPPEN: Aus-
tralasian Interprofes-
sional Practice and 
Education Network）

AIPPEN は専門職連携学習・教育・
実践の研究、提供、促進、支援に取
り組む個人、団体、機関、組織のネッ
トワークである。メンバー間のコ
ミュニケーションと連携を促進する
ネットワークを構築することによ
り、オーストラリアとニュージーラ
ンドにおける専門職連携学習を通じ
て医療の成果を高めること、連携医
療を促進することを主要目的とす
る。
　AIPPEN は次に示す目標を掲げ
ている。
　＊ �医療専門家教育部門と医療部

門、大学、職業教育・トレーニ
ング部門、政府、医療従事者、
サービス利用者（患者）をリン
クするネットワークの構築を促
す。

　＊ �情報や経験を共有するための一
連のセミナーや会議を開催す
る。

　＊ �オーストラリアとニュージーラ
ンドにおける人材政策や医療変
革への働きかけを行う。

　＊ �専門職連携学習の医療上、経済
上のメリットを実証するため
に、異なるチーム間の研究、評
価、連携を奨励する。

　＊ �専門職連携学習に関する情報を
配信する。

カナダ専門職連携医
療共同体（CIHC: Ca-
nadian Interprofes-
sional Health Collab-
orative）

CIHC は、健康教育、医療サービス、
カナダ国民の健康の改善を目標と
し、「患者中心の連携医療のための
専 門 職 連 携 教 育（IECPCP: Inter-
professional Education for Collab-
orative Patient-Centred Practice）」
についてのエビデンスの基盤を拡大
するためにカナダ全土のパートナー
を結集した共同体である。
　CIHC は、典型的な共同体を構築
し、専門職連携教育と連携医療の成
功事例を特定・共有し、それによっ
て得られた知見を、医療改革を行う
人々のための情報源として配信して
いる。
　CIHC は次に示す目標を掲げてい
る。
　＊ �専門職連携教育と連携医療に関

する知見の蓄積、交換、適用を
促す。

　＊ �教育・研究・実践における専門
職連携を実現する戦略的、革新
的パートナーシップを奨励する。

　＊ �カリキュラムの開発と改革に向
けた協調的アプローチを促進す
る。

　＊ �専門職連携教育と連携医療の研
究・評価課題を明確にし、これ
を推進・支援する。

　＊ �専門職連携教育と連携医療にお
けるリーダーシップを支援する
態勢を整える。

　＊ �カナダ専門職連携医療共同体の
強化を図り、組織・部門内、お
よび組織・部門間の専門職連携
アプローチをモデル化する。

付録 2　提携組織
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欧州専門職連携教育
ネットワーク（EIPEN: 
European Interpro-
fessional Education 
Network）

EIPEN は連携医療、ならびに医療
における複数機関事業の改善に向け
て、効果的な専門職連携学習と教育
についての情報を共有し、これらを
展開していくために、パートナー国
における人々や組織の継続的・包括
的ネットワークを構築することを目
的とする。EIPEN は、次に示す相
互に関係する目標を掲げている。
　＊ �参加国の大学や雇用者を結集し

た国境を越えたネットワークを
構築する。

　＊ �医療における専門職連携学習・
教育の成功事例を広める。

　高等教育パートナーおよび雇用者
パートナーの出身国はベルギー、
フィンランド、ギリシア、ハンガ
リー、アイルランド、ポーランド、
スロベニア、スウェーデン、イギリ
スである。

専 門 職 連 携 医 療 誌
（Journal of Interpro-
fessional Care）

専門職連携医療誌（Journal of In-
terprofessional Care）は、経験、政策、
研究エビデンス、理論的観点・価値
観を世界各国に配信していくための
伝達手段である。この雑誌は、個人、
家族、コミュニティの健康状態とケ
アの質を改善することを目的とし、
医学、看護学、獣医学、他の健康関
連学問、公衆衛生、社会福祉、なら
びに関連専門職種間の教育、実践、
研究における協働を紹介する。
　世界各国の数多くの政府から、よ
り多くの実践分野（例：小児や老人
向けのケア、刑事司法、特別支援教
育、HIV／AIDS、少年司法、メン
タルヘルス、緩和ケア、身体障害・
学習障害など）にてより緊密な連携
を求める声を受け、この雑誌で網羅
する範囲は拡大し続けている。これ
を反映し、この雑誌は異なる分野、
専門職、国々のさまざまな投稿者や
読者を抱えている。
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カナダの全国学生健
康科学連合（NaHSSA: 
National Health Sci-
ences Students’ As-
sociation）

2005 年 1 月に設立された全国学生
健康科学連合（NaHSSA: National 
Health Sciences Students’ Association）
は、世界初の全国学生専門職連携団
体である。NaHSSA は、大学およ
び専門学校を拠点とする支部からな
る多様なネットワークとして、連携
による１患者中心ケアを提供するた
めに必要な考え方、スキル、行動を
促進する一方で、カナダの保健社会
福祉分野の学生を専門職連携教育に
積極的に関与させるという未だ満た
されていないニーズへの対応に取り
組んでいる。NaHSSA は、カナダ
の次世代の医療提供者の教育と専門
能力育成に貢献するものとして有望
視されており、この分野において大
きな成果を達成する可能性を秘めた
唯一無二のカナダ全土学生連合とし
て期待されている。NaHSSA は次
に示す目標を掲げている。
　＊ �協働による患者中心の連携医療

に向けた専門職連携教育を促進
する。

　＊ �専門職種間の交流を促し、交流
の機会を増やす。

　＊ �現在および今後の専門職連携に
向けた取り組みを推進する学生
推進責任者を育成する。

　NaHSSA はいわゆる「連合の連
合」であり、現時点で 18 の大学お
よび専門学校を拠点とする支部（ダ
ルハウジー大学、ニューファンドラ
ンドメモリアル大学、マギル大学、
マックマスター大学、クイーンズ大
学、モントリオール大学、シャーブ
ルック大学、ラヴァル大学、アルバー
タ大学、ブリティッシュコロンビア
大学、マニトバ大学、セントジョン
のニューブランズウィック大学

（ニューブランズウィック・コミュ
ニティカレッジ）アトランティック・
ヘルスサイエンス・コーポレーショ
ン、オタワ大学、サスカチュワン大
学、トロント大学、ウォータールー
大学、ウェスタンオンタリオ大学、
ヨーク大学）、ならびにさらに 4 つ
の学校（ジョージブラウンカレッジ、
カルガリー大学、ノーザン・ブリ
ティッシュ・コロンビア大学、ビク
トリア大学）の健康科学分野の学生
らにより構成され、20 以上の保健
社会福祉分野を網羅する。
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ザ・ネットワーク : ト
ワード・ユニティ・
フォー・ヘルス（The 
Network: Towards 
Unity for Health）

ザ・ネットワーク：TUFH は、教育、
研究、サービスを通じて当該コミュ
ニティにおける健康の改善と維持へ
の貢献に取り組む医療専門家教育機
関の世界連合である。
　ザ・ネットワーク：TUFH 加盟
機関は、コミュニティの健康を改善
するために各医療システムとの連携
を通じて医療専門家教育と医療サー
ビス業務の一貫化を図ることを目的
とする。また、ザ・ネットワーク： 
TUFH 加盟機関は、この任務を達
成するために革新的な教育アプロー
チ（例：コミュニティベースの教育、
問題解決型学習）についての調査も
行う。ザ・ネットワーク：TUFH
は教育に関する研究、優先されるべ
き医療ニーズに関する研究、医療
サービスの有効性に関する研究の重
要性について指摘している。これら
の取り組みにおいて、ザ・ネットワー
ク：TUFH は同じ志を持つ組織と
の協働を歓迎する。

北欧専門職連携ネッ
トワーク（NIPNet: Nor-
dic Interprofessional 
Network）

NIPNet は、教育、実践、研究にお
ける専門職連携を促進するための学
習ネットワークであり、主に北欧の
ヘルスケア分野の教育者、医療従事
者、研究者を対象とする。このネッ
トワークのメンバーはデンマーク、
フィンランド、ノルウェー、スウェー
デンにおける専門職連携教育イニシ
アチブの推進者である。
　NIPNet は次に示す目標を掲げて
いる。
　＊ �専門職連携の理論とエビデンス

基盤を調査する。
　＊ �専門職連携学習・実践のアプ

ローチや手法、評価をを開発す
る。

　＊ �北欧の国々の連携や、専門職連
携教育の研究・開発における国
際的連携を推進する。
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専門職連携教育推進
センター（CAIPE: Cen-
tre for the Advance-
ment of Interprofes-
sional Education）

CAIPE は 1987 年に創設された独立
慈善団体で、相互支援および相互利
益のネットワークを構成する 300 名
のメンバーを抱えている。これらの
メンバーにはイギリスの法的部門、
ボランティア部門、独立セクターの
組織や個人が含まれ、国際的メン
バーも拡大しつつある。元来はプラ
イマリケアを専門としていた団体だ
が、現在では地方自治体、高等教育、
専門家協会、英国医師会、専門職規
制機関、ボランティアおよび民間部
門の個人・組織メンバーを抱えるま
でに拡大した。CAIPE は、大学お
よび医療現場で行われる専門職連携
教育のための全国的、国際的規模の
情報源である。

　CAIPE は法定、あるいは非法定
の公共サービスを提供する医療従事
者や組織間の連携を改善するための
手段として、専門職連携教育を促進・
展開し、地域コミュニティにおける
医療の統合を支援する。CAIPE は、
コミュニティ、教育機関、医療現場
の専門家や従事者が、学習や職務遂
行において協力し合い、相互尊重の
精神を養い、連携への障壁を克服し、
共同で業務を遂行することを可能に
するような制度の模索に取り組んで
いる。CAIPE は、サービス利用者
や地域コミュニティを必要不可欠な
パートナーとして積極的に関与させ
る専門職連携学習を促進している。
システマティックレビューを通じて
専門職連携教育のエビデンス基盤を
確立した取り組みと密接な関わりを
持つ CAIPE は、専門職連携教育の
質の確保に努め、関連する研究や成
功事例から得られた知見を配信して
いる。
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世界保健機関専門職連携教育・連携
医療プログラム（World Health Or-
ganization Programme on Interpro-
fessional Education and Collabora-
tive Practice）は、加盟国における
医療システム強化を支援し、世界的
な医療従事者不足の課題に対応する
ために、2007 年 5 月に発足された。
WHO 医療専門家ネットワークチー
ム（Health Professions Networks 
Team）は、国際専門職連携教育・
連 携 医 療 協 会（InterEd: Interna-
tional Association of Interprofes-
sional Education and Collaborative 
Practice）と連携して、世界各国の
教育・医療・政策分野の第一人者
25 名からなる WHO 専門職連携教
育・連携医療研究班（Health Pro-
fessions Networks Team formed a 
WHO Study Group on Interprofes-
sional Education and Collaborative 
Practice）を結成し、メンバーを、1） 

専門職連携教育、2）連携医療、3） 
システムレベルの支援構造からなる
3 つのワーキンググループに振り分
けた。専門職連携教育と連携医療に
関する WHO の過去の報告書 * が発
行されて以降達成された大きな進展
を足掛かりとし、WHO 研究班は以
下の任務を請け負った。
　＊ �WHO 医療従事者向け多職種連

携 教 育 研 究 班（WHO Study 
Group on Multiprofessional 
Education of Health Personnel）
の 1988 年の報告書をレビュー
し、この報告書の成果、ならび
にほとんどまたは全く進展のな
い領域について評価する。

　＊ �専門職連携教育と連携医療に関
する研究エビデンスの現状を評
価し、国際的な観点からエビデ
ンスを統合し、今後の研究で取
り上げられるべき、エビデンス
が存在しない領域を特定する。

　＊ �現時点での専門職連携教育と連
携医療の普及率を確認し、この
分野で現在明らかになっている
成功や障壁、成功要因、成功事
例を特定するための国際環境調
査を実施する。

　＊ �専門職連携教育と連携医療のた
めのグローバル事業計画の立案
に あ た り、WHO お よ び そ の
パートナーが検討・対応すべき
重要な問題を特定するための概
念的枠組みを作成する。

　＊ �専門職連携教育と連携医療のた
めのグローバル戦略の一環とし
て推奨可能な促進要因、インセ
ンティブ、行動の手段に関する
エビデンスを特定、評価、統合
する。

　＊ �WHO 研究班の取り組みと貢献
を評価する。

付録 3　方法

* 1） World Health Organization. Continuing educa-
tion for physicians. Geneva, World Health Organi-
zation, 1973 （WHO Technical Report Series, No. 
534）; 2） World Health Organization. Working in-
terrelationships in the provision of community 
health-care （medicine, nursing and medicosocial 
work）: Report of a Working Group. Florence, 23-
26 October 1978. Copenhagen, World Health Orga-
nization Regional Office for Europe, 1978 （ICP/
SPM 006）; 3） World Health Organization. Studies 
on communication and collaboration between 
health professionals （physicians and nurses: team-
work）. Copenhagen, World Health Organization 
Regional Office for Europe, 1978 （ICP/HMD 054）; 
4） World Health Organization. Innovative tracks at 
established institutions for the education of health 
personnel: An experimental approach to change rel-
evant health. Geneva, World Health Organization, 
1987 （WHO Offset. Publication No. 101）; 5） World 
Health Organization. Multiprofessional education of 
health personnel in the European region: Proceed-
ings of a WHO meeting on study for analyzing 
multiprofessional training programmes and defin-
ing strategies for team training. Copenhagen, 5-7 
March 1986. Copenhagen, World Health Organiza-
tion Regional Office for Europe, 1988; 6） World 
Health Organization. Learning together to work to-
gether for health: Report of a WHO Study Group 
on Multiprofessional Education for Health Person-
nel: The team approach. Geneva, World Health Or-
ganization （WHO Technical Report Series, No. 
769）, 1988.
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　これらの付託条項に遵守するため
に、WHO 研究班は独自に実施した
研究のエビデンスや既存の研究エビ
デンス、ならびにプライマリヘルス
ケアの原則に基づき、『専門職連携
教育および連携医療のための行動の
枠組み』を作成した。2007 年 9 月
11 日にはスイスのジュネーブ（中
央指導チームとテーマリーダーが参
加）にて、2008 年 6 月 1 日にはス
ウ ェ ー デ ン の ス ト ッ ク ホ ル ム

（WHO 研究班が全員参加）にて会
議が開かれ、これらの会議の補足の
ために 3 つのワーキングループが参
加した数回の電話会議が開催されて
いる。この取り組みが国際的に通用
するものであるようにするために、
また専門職連携コミュニティや世界
保健コミュニティ全体からできるか
ぎり多くの人々の関与を得るため
に、次の組織とのパートナーシップ
が構築された。
　1. �オーストラリア専門職連携医

療・教育ネットワーク（Australasian 
Interprofessional Practice and 
Education Network）

　2. �カナダ専門職連携医療共同体
（Canadian Interprofessional 
Health Collaborative）

　3. �欧 州 専 門 職 連 携 教 育 ネ ッ ト
ワーク（European Interprofes-
sional Education Network）

　4. �専門職連携医療誌（Journal of 
Interprofessional Care）

　5. �カナダの全国学生健康科学連
合（National Health Sciences 
Students’ Association）

　6. �ザ・ネットワーク : トワード・ユ
ニティ・フォー・ヘルス（The 
Network: Towards Unity for 
Health）

　7. �北欧専門職連携ネットワーク
（Nordic Interprofessional 
Network）

　8. �専門職連携教育推進センター
（Centre for the Advancement 

of Interprofessional Education）
　徹底した研究文献のレビュー、な
らびに協議プロセスに加え、WHO
研究班はさらにいくつかの取り組み
を通じてこの枠組みのためのさらな
る情報収集を行い、世界各国で実行
されている革新的イニシアチブの代
表的事例を提示した。
　＊ �2008 年 2 月～5 月にかけて、専

門職連携教育の実態把握のため
の国際環境調査を実施した。独
自に考案した記述式のアンケー
トを作成し、高等教育機関で専
門職連携教育の立案、提供、評
価に従事する人々を対象に調査
を行った。WHO カントリーオ
フィス（WHO Country Office）、
WHO 協力センター（WHO Col-
laborating Centre）、 国 際 専 門
家協会 15 団体†のメンバーを含
む、幅広い組織を網羅した配信
リストを使用したメールにより、
回答者を募った†。参加者らの出
身国は 42 か国で、世界に 6 つ
ある WHO 地域それぞれから回
答が得られた。

　＊ �連携医療ならびに専門職連携教
育のための教員養成に関する国

† 参加候補者とのコンタクトには、次に示す国際
組織、各国際組織のメンバー、ならびにメール配信
リストを使用した。 Association for Prevention Teach-
ing and Research, the United States; Australasian 
Interprofessional Practice and Education Network; 
Canadian Interprofessional Health Collaborative; 
Centre for the Advancement of Interprofessional 
Education, the United Kingdom; Council of Deans 
of Health, the United Kingdom; European Inter-
professional Education Network; Higher Education 
Academy, the United Kingdom; International As-
sociation for Interprofessional Education and Col-
laborative Practice; International Pharmaceutical 
Federation; Journal of Interprofessional Care, In-
forma Healthcare; Linköping University, Sweden; 
Nordic Interprofessional Network; Secretariat of 
the All Together Better Health IV Conference 

（2–5 June 2008, Karolinska Institutet & Linköping 
University, Sweden）; Secretariat of the North 
American Interprofessional Education Conference 

（24–26 October 2007, University of Minnesota, the 
United States）; The Network: Towards Unity for 
Health.
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際的ケーススタディーの一環と
して、世界に 6 つある WHO 地
域全体を対象に標的を絞った電
話調査を実施した。

　＊ �関連する国際政策資料、政府刊
行物、世界保健報告書を包括的
に収集し、レビューした。

　＊ �複数の声明、電話会議、ならび
に 2008 年 6 月にスウェーデン
のストックホルムで開催された
第 6 回健康改善協力会議（All 
Together Better Health IV 
Conference）でのワークショッ
プや総会発表を含む会合を通じ
て、幅広い専門職連携医療コ
ミュニティの関与を得た。

　＊ �研究文献や、WHO 研究班メン
バーからのインプットに基づ
き、さらにはその他主要情報提
供者の協力を得て、反復プロセ
スを使用して定義を定めた。た
とえば、「連携医療 collaborative 
practice」の定義は、重要な出
版物のレビュー、オンタリオ専
門職連携医療運営委員会（Ontario 
Interprofessional Care Steering 
Committee）‡による既存の定義
の一部抜粋、ならびにグローバ
ルな観点の反映を確実にするた
めに徹底した議論を経て付け加
えられた新要素に基づくもので
ある。その結果、「連携医療」
の定義においては、「医療従事
者 health worker」という国際
的に認められた用語が使用さ
れ、医療提供における家族、介
護者、コミュニティの重要性が
認識され、ケアがさまざまな現
場で提供されているという現実
が反映された。この実用的定義

は 2008 年 6 月にスウェーデン
のストックホルムで開催された
第 6 回健康改善協力会議（All 
Together Better Health IV 
Conference）の総会発表の中で
幅広い専門職連携コミュニティ
に提示され、連携医療ワーキン
ググループ（Collaborative Practice 
Working Group）によってさら
なる改善が加えられた。同様に、

「専門職連携教育 interprofes-
sional education」の定義につ
いても、世界の医療の実態をよ
り的確に反映するために、イギ
リスの専門職連携教育推進セン
ター（Centre for the Advance-
ment of Interprofessional Edu-
cation）§ お よ び Lesley Bain-
bridge による研究¶ によって示
された定義より一部抜粋した。

　＊ �専門職連携教育のためのスタッ
フ育成や学習目標などの重要な
問題についての幅広い知見を得
るための文献レビューを複数回
実施した。

　この枠組みでは、専門職連携教育
と連携医療に関わる主要な政策関連
問題の多くを取り上げてはいるが、
決して全ての問題を余すところなく
カバーしているわけではなく、包括
的でもない。この枠組みの中で概説
した取り組みが、持続的変化の発端
となり、世界各国の医療システムに
おいて、各現場の状況に応じた専門
職連携教育と連携医療の実行が開始
される原動力となることが、WHO
専門職連携教育・連携医療研究班の
願いである。

‡ Ontario Interprofessional Care Steering Com-
mittee. Interprofessional care: a blueprint for action 
in Ontario. Toronto, HealthForceOntario, 2007 

（http://www.healthforceontario.ca/upload/en/
whatishfo/ipc % 20blueprint % 20final.pdf, accessed 
11 August 2008）.

§ Centre for the Advancement of Interprofession-
al Education and Collaborative Practice, the Unit-
ed Kingdom, 2002.
¶ Bainbridge L. The power of prepositions: learn-
ing with, from, and about in the context of interpro-
fessional health education [doctoral dissertation]. 
Vancouver, Canada, University of British Colum-
bia, 2008.

4月以降WHOの和訳.indd   55 2014/09/01   14:01:29



56

付録 4　WHO 専門職連携教育・連携医
療研究班 ** 結成に関する公示

WHO専門職連携教育・連携医療研究班

JEAN YAN, RN, PHD1, JOHN H. V. GILBERT, PHD2, & 
STEVEN J. HOFFMAN, BHSC3

1Co-Chair, WHO Study Group on Interprofessional Education and Collaborative Practice 
and Chief Scientist for Nursing & Midwifery, Department of Human Resources for 
Health, World Health Organization, Geneva, Switzerland, 2Co-Chair, WHO Study 
Group on Interprofessional Education and Collaborative Practice; Principal and Profes-
sor Emeritus, College of Health Disciplines, University of British Columbia, Vancouver, 
Canada; Project Lead, Canadian Interprofessional Health Collaborative, 3Project Manag-
er, WHO Study Group on Interprofessional Education and Collaborative Practice, De-
partment of Human Resources for Health, World Health Organization, Geneva, Switzer-
land

近年、世界各国のヘルスケア分野の人材育成が緊急課題であることが、『2006 年世界保健
報告書 : 健康への取り組みのための協力（World Health Report 2006: Working Together 
for Health）』によって明らかにされている。この報告書では、世界全体で推定 430 万人
の医師、助産婦、看護師、サポートスタッフが不足していることが示されている1。第 59
回世界保健総会（World Health Assembly）では、この危機を認識した上で、2006 年に
決議案を採択し、「先進国と開発途上国における教育のための革新的アプローチ」の使用
を含むさまざまな戦略を通して医療人材育成の迅速な拡大を呼びかけている2。
　世界的な医療人材不足の課題に対処するための革新的戦略の 1 つとして、われわれは
WHO 専門職連携教育・連携医療研究班を結成した。国際専門職連携教育・連携医療協会

（InterEd: International Association of Interprofessional Education and Collaborative 
Practice）との連携によって進められるこのイニシアチブは、WHO が 1978 年に初めて専
門職連携教育をプライマリヘルスケアの重要な構成要素として特定し3、1988 年にこの
テーマに関わる専門的報告書4 を発行して以来、この分野において達成されてきた大きな
進展を足掛かりとする。WHO 研究班は、きわめて必要性の高い国際環境調査、ならびに
この分野に関する研究の実態評価を行うばかりでなく、専門職連携教育と連携医療のた
めのグローバル戦略の一環として採択可能な促進要因、インセンティブ、行動の手段に
関するエビデンスを特定、評価、統合する（添付書類 1）。この取り組みは、今後の施策
の基盤となるものであり、将来の活動ができるかぎり最善のエビデンスに根差したもの
であることを確実にする。
　WHO 研究班には世界各地域の教育、医療、政策分野の第一人者 25 名が名を連ね、メ
ンバーらによって Peter G. Baker 教授（クイーンズランド大学：オーストラリア）が率
いる専門職連携教育チーム、Yuichi Ishikawa 教授（神戸大学：日本）が率いる連携医療チー

＊＊ Yan J, Gilbert JHV, Hoffman SJ. World Health Organization Study Group on Interprofessional Education 
and Collaborative Practice. Journal of Interprofessional Care, 2007, 21:588–589.
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ム、Dame Jill Macleod Clark 教授（サウサンプトン大学：イギリス）が率いるシステム
レベルの支援構造チームからなる独立した 3 チームが結成された。さらに、WHO 研究班
は、世界各国の人々から得られる専門的知識や現場の知見を最大限に活用しつつ、この
歴史的イニシアチブへのさらに幅広いコミュニティの関与を促すために、専門家や擁護
者からなる既存のいくつかコミュニティとのパートナーシップを構築している（添付書
類 2）。
　今こそが専門職連携教育と連携医療の進展のための好機であることは明らかである。
健康改善のために協力していくことの重要性はこれまでになく高まっており、WHO 研究
班とそのパートナーは、この重要な課題について理解を深めていくのと同時に随時最新
情報を配信していく所存である。

参考文献
[1] �World Health Organization. World Health Report 2006: Working Together for Health. Geneva: World Health Organiza-

tion; 2006.
[2] �World Health Organization. WHA59.23: Rapid Scaling Up of Health Workforce Production. Fifty-Ninth World 

Health Assembly. A59/23, 37–38. Geneva: World Health Organization; 2006.
[3] �World Health Organization （1978）. Alma-Ata 1978: Primary Health Care. Report of the International Conference on 

Primary Health Care. 6–12 September 1978. Alma-Ata, USSR. Geneva: World Health Organization.
[4] �World Health Organization （1988）. Learning Together to Work Together for Health. Report of a WHO 

Study Group on Multiprofessional Education for Health Personnel: The Team Approach. Technical Report Series 

添付書類 1. WHO 専門職連携教育・連携医療研究班の任務

●　 �WHO 医療従事者向け多職種連携教育研究班（WHO Study Group on Multiprofessional Education of Health 
Personnel）の 1988 年の報告書（WHO、19984）をレビューし、この報告書の成果、ならびにほとんどま
たは全く進展のない領域について評価する。

●　 �専門職連携教育と連携医療に関する研究エビデンスの現状を評価し、国際的な観点からエビデンスを統合
し、今後の研究で取り上げられるべき、エビデンスが存在しない領域を特定する。

●　 �現時点での専門職連携教育と連携医療の普及率を確認し、成功、障壁、成功要因を示す事例を把握し、こ
の分野で現在明らかになっている成功事例を特定するための、国際環境調査を実施する。

●　 �専門職連携教育と連携医療のためのグローバル事業計画の立案にあたり、WHO およびそのパートナーが
検討・対応すべき重要な問題を特定するための概念的枠組みを作成する。

●　 �専門職連携教育と連携医療のためのグローバル戦略の一環として推奨可能な促進要因、インセンティブ、
行動の手段に関するエビデンスを特定、評価、統合する。

●　 �WHO 研究班の取り組みと貢献を評価する。

添付書類 2. 参加組織

1.  �オーストラリア専門職連携医療・教育ネットワーク（AIPPEN: Australasian Interprofessional Practice 
and Education Network）

2.  �カナダ専門職連携医療共同体（CIHC: Canadian Interprofessional Health Collaborative）
3.  �欧州専門職連携教育ネットワーク（EIPEN: European Interprofessional Education Network）
4.  �専門職連携医療誌（JIC: Journal of Interprofessional Care）
5.  �カナダの全国学生健康科学連合（NaHSSA: National Health Sciences Students’ Association）
6.  �ザ・ネットワーク : トワード・ユニティ・フォー・ヘルス（The Network: Towards Unity for Health）
7.  �北欧専門職連携ネットワーク（NIPNET: Nordic Interprofessional Network）
8.  �イギリス専門職連携教育推進センター（CAIPE: Centre for the Advancement of Interprofessional Education）
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1988 年、WHO医療従事者向け多職種
連携教育研究班（WHO Study Group 
on Multiprofessional Education of 
Health Personnel）により作成された報
告書の中で提案された推奨草案を下記
に示す††。

8. 多職種連携教育の
概念の推進

上述の推奨草案は、施設レベル（大
学、ならびに医療従事者向けのその
他の専門学校や、その他の教育施設、
医療専門家団体など）、施設間レベ
ル（複数の教育機関による共同行
動）、国家レベル（厚生労働省や文
部科学省）などの、異なるレベルに
おける各種機関による行動について
言及している。

8.1 施設レベル
　＊ �医療チームのさまざまなメン

バーの教育に従事する隣接する
複数の施設間、ならびにこれら
の施設と、健康に大きな影響を
及ぼす可能性があり、なおかつ
すでに地域の発展のための活動
に関与している非医療部門との
間で、公式・非公式の提携を結
ぶべきである。

　＊ �医療チームの各メンバーの役割
と責任の定義を見直すべきであ
る（サービス、トレーニング、
経営管理、コミュニティ活動な
ど）。

付録 5　WHO 医療従事者向け多職種連
携教育研究班の 1988 年専門報告書にお
ける重要な推奨事項

　＊ �あらゆるレベルの医療専門家に
よる相互コミュニケーションを
奨励し、改善すべきである。

　＊ �現場でのチームアプローチの強
化に向けて、医療チームの全メ
ンバーに対し、継続的な合同実
務トレーニングを提供すべきで
ある。

　＊ �チームがより良く機能できるよ
うにするために、スタッフに過
剰な負担がかかっている場合に
はその負担を軽減する方法を模
索すべきである。

　＊ �次の事項について審査を行うグ
ループを教育施設内で結成すべ
きである。

　　 - �学生やスタッフの選考のため
のシステム

　　 - �カリキュラム、学習資料、ラ
ボなど

　　 - �学生や教員の成果を評価する
ためのシステム

　　 - �物理的レイアウト、オフィス
に対するニーズやオフィスの
利用実態、現場施設、交通機
関など

　　 - �プログラムの統合
　　 - �個々のスタッフの役割と責任
　＊ �教育施設における全ての教員お

よび運営・管理スタッフを対象
とした、チームアプローチに関
するワークショップを開催すべ
きである。

　＊ �異なる学科や学部間で共同教育
活動を確立、維持する上で浮上
する特定の組織的問題、事業計
画上の問題について認識し、資
金計画においてそれらの問題に
対処するための資金を確保して
おくことが重要である。

† † World Health Organization. Learning together to 
work together for health: report of a WHO Study Group on 
Multiprofessional Education for Health Personnel: the 
teamapproach. Geneva, World Health Organization 

（WHO Technical Report Series, No. 769）, 1988.
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　＊ �地域社会開発サービスと教育部
門の統合を強化すべきである。

　＊ �チームアプローチを奨励するた
めのインセンティブシステムを
導入すべきである。

　＊ �コミュニティの参加を促すべき
である。

　＊ �教育施設や医療サービス施設に
よる医療チームアプローチに関
する研究を開始、または強化す
べきである。

　＊ �チームアプローチの活用の実態
を追跡調査するための多職種連
携委員会を設立すべきである。

　＊ �多職種連携教育プログラムの国
際要覧は、多職種連携教育に関
する情報配信を促すのに役立つ
だろう。

8.2 国家（または地方）
レベル

　＊ �関係する省庁や教育機関側が、
チーム方針に対する強い持続的
取り組みの姿勢を持つことが重
要である。

　＊ �関係省庁による医療チーム方針
の実行を実現するために、当該
関係省庁の資源の開発と強化が

図られるべきである。
　＊ �プライマリヘルスケアアプロー

チの活用を普及させ、医療チー
ム方針を適用する目的のため
に、医療システムの組織的構造
の見直しを行うべきである。

　＊ �医療人材需要について確認し、
それらの需要を満たすために健
康科学分野の教育施設が果たす
べき役割を定義すべきである。

　＊ �あらゆる医療従事者を対象とす
る評価・監督システムを、チー
ムアプローチにおけるシステム
の持続可能性の観点から見直す
べきである。

　＊ �チームメンバー全員の職務内容
をすべての医療施設に配信し、
必要に応じて職務を変更するた
めの枠組みの構築に努めるべき
である。

　＊ �医療チームメンバーの職種別の
役割の記述を公表するとよい。
この記述には、各分野のスキル
や知識によってチームの機能が
どう改善されるかが示されてい
るべきである。これらの記述は、
医療部門や教育施設全体で誰も
が閲覧できるようになっている
べきである。
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システマティックレビュー 研究の目的 研究件数 結果 著者の結論
Reeves S et al. Interpro-
fessional education: ef-
fects on professional 
practice and health care 
outcomes. Cochrane 
Database of Systematic 
Reviews, 2008, Issue 1.

同じ医療専門家が個別に学
習する教育介入と比較した
場合の IPE 介入の有効性
を評価すること、ならびに
教育介入なしと比較した場
合の IPE 介入の有効性を
評価すること。

組み込まれた
研究: 6件（ラ
ンダム化比較
試 験（RCT）
4 件と前後比
較試験（CBA）
研究 2 件）

4 件の研究において、救急科における行
動様式や患者の満足度、連携チームの
行動、家庭内暴力の被害者に提供する
ケアの管理などの領域において IPE が
プラスのアウトカムをもたらすことが示
された。2 件の研究において、矛盾した
アウトカムが報告され、6 件中 2 件の研
究において、IPE は専門的実務や患者の
ケアに影響しないことが報告された。

これらの研究により、なんら
かのプラスのアウトカムが報
告されてはいるが、IPE およ
びその有効性についての一般
的推論を導き出すことはでき
なかった（研究件数が少ない
こと、介入の異質性、方法論
的限界による）。

Hammick M et al. A best 
evidence systematic re-
view of interprofessional 
educa t i on .  Med ica l 
Teacher ,  2007,  29: 
735–751.

IPE を評価した優れた研究
の特定とレビューを行うこ
と、IPE のアウトカムの分
類を行い、状況が特定のア
ウトカムに及ぼす影響につ
いて確認すること、IPE の
プラスのアウトカムとマイ
ナスのアウトカムの背景に
ある要因と詳細情報を示す
メカニズムについての記述
を作成すること。

組み込まれた
研究 : 21 件

学習者は誰もが自身や他者について独
自の価値観を持つことから、スタッフ
養成が IPE の有効性を左右する鍵と
なる。IPE の信頼性とカスタマイズは、
IPE のプラスのアウトカムをもたらす
重要なメカニズムである。全体として、
専門職連携教育は好評で、連携して職
務を遂行するために必要な知識とスキ
ルの習得を可能にするが、サービス提
供チームにおいては、他者に対する考
え方や認識にプラスの影響を及ぼす効
果が低かった。品質改善イニシアチブ
を推進する状況においては、専門職連
携教育が実務の発展とサービスの改善
を促すためのメカニズムとして活用さ
れていることが多い。

IPE のアウトカムの測定によ
り、世界各国で推進されるさ
まざまな IPE イニシアチブ
の効果について情報に基づく
判断が可能となることによ
り、確固とした科学的知識の
確立に向けた進展が継続して
いる。このレビューは、上述
の取り組みによってエビデン
スに基づく専門職連携教育、
医療、政策決定が実現され、
その結果として学習者の満
足、最終的には患者／利用者
のケアやケアサービス提供の
改善がもたらされることを示
している。

Barr H et al. Effective 
interprofessional educa-
tion: assumption, argu-
ment and evidence. Ox-
ford, Blackwell Publishing, 
2005.

より厳密かつ、適切なデー
タが提示された研究から得
られたエビデンスを踏ま
え、IPE に関わる一般通念
を見直すこと。

特定された研
究 : 884 件、
レ ビ ュ ー 対
象 : 353 件、
質 の 高 い 研
究 : 107 件

入念に計画された、資格取得前の学習
者向けの IPE は中間目標（すなわち
共通の知識基盤を構築することや、互
いへの配慮についての考え方を見直す
こと）の達成に役立つ。入念に計画さ
れ、雇用者によって主催される資格取
得後の学習者向けの IPE は最終目標

（すなわちサービスの改善と患者の満
足度の向上）の達成に役立つ

評価の厳密性における改善
を、質的、定量的な枠組みの
双方にて維持する必要があ
る。 段 階 的 な 目 標 を 立 て、
IPE を継続的に展開していく
必要がある。

Cooper H et al. Devel-
oping an evidence base 
for interdisciplinary learn-
ing: A systematic review. 
Journal of Advanced 
Nu rs ing ,  2001 ,  35 : 
228–237.

学部生向けの医療専門家プ
ログラムへの多職種連携教
育の導入の実現可能性を調
べること。この論文は、医
学を専攻する学部生を対象
とした多職種連携教育に関
するエビデンスを要約する
ためのシステマティックレ
ビューを実施した研究の第
一段階について報告したも
のである。

特定された研
究 : 141 件、
組み込まれた
研究 : 30 件

多職種連携教育は、医学を専攻する学
生にとってメリットがあることが示さ
れ、主として知識、スキル、考え方、
信念の変化などのアウトカムに効果が
あった。

専門的実務への効果について
は確認されなかった。また、
教育的介入の開発のための指
針として教育的理論や心理学
的理論が使用されていること
は稀であった。

Reeves S. A systematic 
review of the effects of 
interprofessional educa-
tion on staff involved in 
the care of adults with 
mental health problems. 
Journal of Psychiatric 
Mental Health Nursing, 
2001, 8: 533–542.

精神疾患を持つ成人患者へ
のケアを提供するスタッフ
に関わる出版済みエビデン
スの件数と質を評価するこ
と。

特定された研
究 : 173 件、
レ ビ ュ ー 対
象 : 67 件、
組み込まれた
研究 : 19 件

19 件全ての論文において、精神疾患
を持つ成人患者のケアに従事するス
タッフに対する IPE の実施により、
プラスのアウトカムがもたらされたこ
とを報告している。ただし、これらの
研究を評価した結果、どの研究でも次
に示すいくつかの問題点が確認され
た。使用した手法や各手法の限界に関
する情報が提示されていないこと。
利用者のケアに対する IPE の影響に
関する説明がほとんどなかったこと。
IPE の初期効果が持続したのか、それ
とも経時的に減少したのかが不確かで
ある。評価対象となった IPE プログ
ラムに関する説明が不十分である。
文化的な影響のため、結果の適用には
限界がある。

この研究は、IPE に関する出
版済みエビデンスを収集し、
評価する最初の試みではある
が、さらに次に示す課題に対
処することが、この研究の拡
大と強化に役立つだろう。
さらに他の医療データベース
の検索を行うこと。
入手困難な文献の特定のため
に当該分野の専門家と接触す
ること。
これらの論文の参考文献セク
ションに目を通し、他の有用
とみられる研究を特定するこ
と。

Barr H et al. Evaluations 
of interprofessional edu-
cation: a United King-
dom review for health 
and social care. London, 
BERA/ CAIPE, 2000.

IPE がイギリスのどこで、
どのように評価されてきた
かを特定すること。特定さ
れた手法を再現し、展開す
るための手引きを示すこ
と。

レ ビ ュ ー 対
象 : 40 件、
組み込まれた
研究 : 19 件

IPE は学習者の間で好評で、高く評価
され、なおかつ互いへの配慮について
の考え方が改善されたことが、レ
ビューにより報告されている。実習
ベースの IPE には、医療と患者のケ
アを改善する効果がある。評価の大半
は、教員自身によって行われていた。

この小規模の質的レビューに
より、IPE の評価に使用され
ている方法が明らかになり、
IPE の分類と学習方法を確認
することができた。

付録 6　専門職連携教育（IPE: Interprofes-
sional Education）に関するシステマティックレ
ビューから得られた研究エビデンスの概要表
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システマティックレビュー 研究の目的 研究件数 結果 著者の結論
Malone D et al. Commu-
nity mental health teams 
(CMHTs) for people with 
severe mental illnesses 
and disordered personal-
ity. Cochrane Database 
of Systematic Reviews, 
2007, Issue 2 (Art. No.: 
CD000270. DOI: 10. 
1002/14651858.CD000 
270. pub2).

重度の精神疾患を持つ患者
への対応において、チーム
によらない通常の管理と比
較した場合のコミュニティ
メ ン タ ル ヘ ル ス チ ー ム

（CMHT: Community men-
tal health team）による治
療の効果を評価すること。

特定された研
究 : 80件、組
み込まれた研
究 : 3 件

CMHT による管理により、自殺死の
減少に有意差はみとめられなかった
が、全体としては、CMHT 群にて死
亡件数の減少がみられた。CMHT 群
では、通常のケアを受けた群と比較し、
サービスに対する不満を持つ人が有意
に少なかった。また、CMHT 群では、
通常のケアと比較し、入院率が有意に
低かった。救急救命科への入院件数、
プライマリケアの受診件数、社会的
サービスの受診件数では、両群間に統
計学的有意差はみとめられなかった。

コミュニティメンタルヘルス
チームによる管理は、あらゆ
る重要な側面においてチーム
によらない通常のケアよりも
劣ることはなく、治療へのコ
ンプライアンスの改善におい
ては CMHT の方が優れてい
た。また、入院件数の減少や
自 殺 死 の 予 防 に お い て も
CMHT の方が優れていると
考えられる。コミュニティケ
アに向けた動きが患者、介護
者、臨床医、コミュニティ全
体に及ぼす大きな影響を考慮
すると、CMHT ベースのケ
アに関するこのエビデンスは
不十分なものである。

Holland R et al. System-
atic review of multidisci-
plinary interventions in 
heart failure. Heart, 2005, 
91:899–906.

多専門職による介入が心不
全患者の入院件数や死亡率
に与える影響を確認するこ
と。

特定された研
究 : 74 件、
組み込まれた
研究 : 30 件

多専門職による介入により、あらゆる
原因による入院件数、全死因死亡率、
心不全による入院件数が減少した。こ
れらの結果は、感度分析においてもほ
とんど変動が見られなかった。

心不全患者のための多専門職
による介入により、入院件数
と全死因死亡率の双方が減少
する。最も有効な介入の少な
くとも一部は在宅にて提供さ
れた。

McAlister FA et al. Mul-
tidisciplinary strategies 
for the management of 
heart failure patients at 
high risk for admission. 
Journal of the American 
College of Cardiology, 
2004, 44:810–819.

多専門職による介入戦略に
より、心不全患者のアウト
カムが改善されるかどうか
を確認すること。

特定された研
究 : 29 件、た
だし大きな異
質性がみとめ
られたことか
ら統合は行わ
れ なかった。
事前に、各介
入は統合に適
した同質のグ
ループに振り
分けられた。

（病院または病院以外の現場における）
多専門職チームによる経過観察を組み
込んだ戦略により、死亡率、心不全に
よる入院件数、あらゆる原因による入
院件数が減少した。
費用の評価を行った 18 件中 15 件の
試験において、多専門職による介入戦
略は経費削減につながった。

心不全患者の管理のための多
専門職による介入戦略によ
り、心不全による入院件数が
減少する。多専門職による
チームによる特別な経過観察
が盛り込まれたプログラムで
も、死亡率と、あらゆる原因
による入院件数が減少する。

Naylor CJ, Griffiths RD, 
Fernandez RS. Does a 
multidisciplinary total 
parenteral nutrition team 
improve outcomes? A 
systematic review. Jour-
nal of Parenteral and 
Enteral Nutrition, 2004, 
28:251–258

文献の批判的分析を行い、
成人入院患者を対象とした
中心静脈栄養（TPN: total 
parenteral nutrition）の施
行における多専門職による
TPN チームの有効性につ
いて調べた入手可能な最良
のエビデンスを提示するこ
と。

組み込まれた
研究 : 11 件

研究の結果から、TPN チームによっ
て管理された患者では機械操作による
合併症の発生総数が減少することが明
らかになった。一方、TPN チームが
カテーテル関連敗血症を減少させる効
果については、はっきりとした結論が
出ていない。TPN チームによる患者
の管理にかかる総費用について調査し
た研究は 2 件のみ（n=356）だったが、
チームアプローチが費用対効果の大き
い戦略であることを示すエビデンスが
確認された。

全体としては、TPN チーム
の一般的有効性についての確
証は得られなかった。TPN
チームによって管理された患
者では、機械操作による合併
症の発生総数が減少すること
を示すエビデンスが確認され
た。さらに、入手可能なエビ
デンスによると（件数は限ら
れているが）、病院現場で多
専門職による TPN チームを
導入することに経済的メリッ
トがあることが示されている。

Simmonds S et al.
Community mental health 
team management in 
severe mental illness: a 
systematic review. The 
British Journal of Psy-
ch iat ry ,  2001,  178: 
497–502.

重度の精神疾患における、
コミュニティメンタルヘル
スチームによる管理のメ
リットを評価すること。

特定された研
究 : 1200 件、
レ ビ ュ ー 対
象 : 65 件、組
み込まれた研
究 : 5 件

コミュニティメンタルヘルスチームに
よる管理により、自殺死、自殺が疑わ
れる死亡、ケアに対する不満、治療中
断者が減少した。コミュニティメンタ
ルヘルスチームによる管理により、精
神科での入院治療期間が減少し、ケア
の費用も減少したが、臨床症状や社会
的機能の改善はみられなかった。

コミュニティメンタルヘルス
チームによる管理は、治療へ
のコンプライアンスを改善す
る上で通常のケアより優れて
おり、なおかつ入院件数の減
少と自殺死の回避にも有効で
あると考えられる。このケア
モデルは有効であり、奨励さ
れるべきである。

Zwarenstein M, Bryant 
W. Interventions to pro-
mote collaboration be-
tween nurses and doc-
tors. Cochrane Database 
of Systematic Reviews, 
2000, Issue 1.

看護師と医師の連携を改善
するための介入によっても
たらされる効果を評価する
こと。

特定された研
究 : 5 件、組
み込まれた研
究 : 2 件

1 件目の試験では、平均入院期間の短
縮と、入院費の減少が確認されたが、
死亡率には統計学的有意差がみとめら
れなかった。

2 件目の試験では、患者の平均合計入
院期間においては介入群（病棟）と対
照群（病棟）との間に有意差はみとめ
られなかった。死亡率に有意差はみと
められなかった。

連携強化により、患者ならび
に医療管理者にとって重要な
アウトカムが改善した。これ
らの改善は中等度のものであ
り、アウトカムというよりは
むしろ医療プロセスに影響し
たものである。これらの結果
を検証するには、今後さらな
る研究が必要である。
看護師と医師による病棟回診
やチーム会議以外の介入につ
いても調べるべきである。

付録 7　連携医療に関する厳選されたシステ
マティックレビューから得られた研究エビデン
スの概要表
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国 医療現場 関係者 課題と促進要因
カナダ 都市部にある家族医療を

専門として研修医の受け
入れを行っている 1 つ
の病院。

慢性疾患や精神疾患などの難病を抱える
患者。

家庭医、メンタルヘルス従事者、看護師、
ナースプラクティショナー、栄養士、薬
剤師、保健師、応対係、ソーシャルワー
カー。

課題：電子カルテが導入されていないこと、対人関
係の衝突、構造化されたプロトコルがないこと。 
促進要因：報酬モデル、専門家間で責任を分担する
管理モデル、専門職連携による回診、熱心なリーダー
シップ。

デンマーク デンマークの都市部や地
方の一般内科病院。各病
院の診察患者は 1600 ～
2500 名。

あらゆるタイプの患者。

一般医、運営・管理スタッフ、看護師、
臨床検査技師。

課題 : オフィスや事務所空間が全ての業務に適したも
のではないこと、異なるスタッフグループ間の責任
と業務の分担が不明瞭なこと。

促進要因 : 患者の自己登録、一般医とスタッフの合同
による症例検討。

インド 準都市部の 1 つの精神
病院。

精神疾患患者（小児、青年、成人）。

看護師、作業療法士、精神科医、臨床心
理士、ソーシャルワーカー、特別支援教
育の教員およびサポートスタッフ。

課題 : コミュニケーション不足。

促進要因 : オープンなコミュニケーション、チームメ
ンバーの親しみやすさと適応能力。

日本 都市部のあらゆるタイプ
の医療サービス。

妊婦と小児。

臨床心理士、歯科衛生士、栄養士、小児
科医、保健師、ソーシャルワーカー。

課題 : 特になし。

促進要因 : 支援的な法律、構造化されたプロトコル、
チーム会議。

ネパール 都市部の 1 つの病院と 1
つの教育機関。

母親と新生児。

看護師と医師。

課題 : 時間的制約、従来のケア提供モデル。

促進要因 : エビデンス、政府方針。
オマーン 都市部の 4 つの地域医

療センター。
あらゆるタイプの患者。

医師、看護師、薬剤師助手、臨床検査技
師、放射線技師、栄養士、健康教育士、
看護助手。

課題 : 扱いにくいスタッフへの対応、スタッフの配置
転換。

促進要因 : 高官レベルの政策決定者による取り組み、
コミュニケーションスキルの育成を含む継続的なス
タッフトレーニング、明確なガイドライン、医療従
事者とシステム計画者との間の会合、チームワーク
の精神。

スロベニア 1 つ の 地 域 医 療 セ ン
ター。

あらゆるタイプの患者。

歯科医、看護師、医師、理学療法士、ソー
シャルワーカー。

課題 : 新メンバーのチーム参加

促進要因 : 支援的な医療法令、全ての専門職種で共通
した賃金体系、チームワークに着目した専門家養成
プログラム。

スウェーデン 都市部の 4 つの大病院。 あらゆるタイプの患者。

医学、看護学、作業療法、理学療法分野
の学生。

課題 : 専門家の先入観や物の考え方。

促進要因 : 標準プロトコル。

タイ 地方部の 1 つの地域診
療所。

あらゆるタイプの患者。

看護師と医師。

課題 : 時間と資源の不足。

促進要因 : 大学、政府機関、政府による支援的な方針、
共通の目標、取締機関、経済的支援、信頼関係。

イギリス 都市部にある 1 つの外
来クリニック。

尿失禁患者。

看護師、作業療法士、理学療法士。

課題 : チーム間の不和、時間的制約、管理者によるサ
ポートの不足。

促進要因 : 定期的な対面会議、他の専門職種の尊重。

付録 8　連携医療に関する厳選された国際
ケーススタディーの概要表
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